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諸 般 の 報 告 

令和 ８ 年 ６ 月１５日 

１ 議 長 報 告 

 報 告 番 号 件             名 備 考 

１ 議長報告第 ７ 号 議長の動向について  

２ 議長報告第 ８ 号 
専決処分の報告について（法律上市の義務に属

する損害賠償の額を定めること） 
 

３ 議長報告第 ９ 号 
令和７年度岩見沢市一般会計予算の繰越明許費

について 
 

４ 議長報告第１０号 
令和７年度岩見沢市水道事業会計予算の繰越計

算書の提出について 
 

５ 議長報告第１１号 
令和７年度岩見沢市下水道事業会計予算の繰越

計算書の提出について 
 

６ 議長報告第１２号 
令和７年度岩見沢市病院事業会計予算の継続費

について 
 

７ 議長報告第１３号 
令和７年度定期監査（事務監査）の結果に関す

る報告について 
 

８ 議長報告第１４号 
令和７年度行政監査の結果に関する報告につい

て 
 

９ 議長報告第１５号 
令和７年度財政援助団体等監査の結果に関する

報告について 
 

１０ 議長報告第１６号 

例月現金出納検査の結果に関する報告について

（令和７年度１、２、３、４月分、令和８年度

４月分） 

 

１１ 議長報告第１７号 
令和７年度一般財団法人岩見沢振興公社の決算

報告書の提出について 
 

１２ 議長報告第１８号 

一般財団法人いわみざわ地域交流センターに係

る令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計

画に関する書類の提出について 

 

１３ 議長報告第１９号 

株式会社コミュニティエフエムはまなすに係る

令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計画

に関する書類の提出について 

 

１４ 議長報告第２０号 

株式会社振興いわみざわに係る令和７年度決算

報告書及び令和８年度事業計画に関する書類の

提出について 

 

 



  



１ 

議長報告第  ７  号   

 

議 長 の 動 向 に つ い て 

  

令和８年２月９日から令和８年５月２４日までにおける事務処理の概要を次

のとおり報告する。  

 

  令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

 議長  峯    泰  教    

 

記  

２月  ９日   全国市議会議長会基地協議会第１１４回理事会（東京都・

都市センターホテル）  

全国市議会議長会基地協議会第８９回総会（東京都・都市

センターホテル）  

１２日   総務常任委員会  

１６日   全国市議会議長会第１８５回社会文教委員会（東京都・全

国都市会館）  

１８日   北海道社交飲食生活衛生同業組合・北海道観光社交事業協

会新年交礼会（北海道グリーンランド  ホテルサンプラザ） 

１９日   南空知４市５町議会議員研修会（岩見沢市生涯学習センタ

ー）  

２５日   南空知ふるさと市町村圏組合議会令和８年第１回定例会

（北海道グリーンランド  ホテルサンプラザ）  

２６日   葡萄酒の〇岩団体設立記念ワイン会（パーラーセミーナ）  

２７日   議会運営委員会  

 



２ 

岩見沢市牧笛会総会及び懇親会（北海道グリーンランド  

ホテルサンプラザ）  

３月  ２日   第１回定例会本会議  

３日   岩見沢市立高等看護学院第４８回卒業式（岩見沢市立高等

看護学院）  

９日   総務常任委員会  

１０日   議会運営委員会  

第１回定例会本会議  

１１日   第１回定例会本会議  

１２日   第 1 回定例会本会議  

１３日   予算審査特別委員会  

１６日   予算審査特別委員会総務分科会  

１７日   予算審査特別委員会民生分科会  

１８日   予算審査特別委員会経済建設分科会  

１９日   予算審査特別委員会  

２４日   議会運営委員会  

第 1 回定例会本会議  

４月  ３日   岩見沢市立高等看護学院第５１回入学式（岩見沢市立高等

看護学院）  

９日   北海道市議会議長会道央支部協議会（滝川市・滝川市役所

ほか）  

１６日   沖縄の基地問題を考える議員の会 in 千歳（千歳市・ＡＮＡ

クラウンプラザホテル千歳）  

１７日   総務常任委員会  

議会運営委員会  

２１日   交流都市ウエルカムパーティー（富山県・草の家）  

２２日   ２０２６となみチューリップフェア開会式（富山県・砺波

チューリップ公園）  

２３日   第８９回北海道市議会議長会定期総会（網走市・オホーツ

ク文化交流センター）  



３ 

  

２４日   第８９回北海道市議会議長会定期総会視察研修（網走市・

史跡モヨロ貝塚  ほか）  

３０日   岩見沢経済交友会令和８年度市政懇談会（岩見沢平安閣）  

５月１４日   全国自治体病院経営都市議会協議会第８２回理事会（東京

都・都市センターホテル）  

全国自治体病院経営都市議会協議会第５４回定期総会（東

京都・都市センターホテル）  

１６日   第３６回利根別川クリーン・グリーン作戦２０２６（はぎ

ぞの緑地）  

１７日   栗山町議会基本条例制定２０周年記念事業（栗山町・くり

やまカルチャープラザ）  

２１日   総務常任委員会  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   



  



議長報告第  ８  号  

 

専決処分の報告について（法律上市の義務に  

属する損害賠償の額を定めること）  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



岩  建  第   ９   号 

令和  ８  年  ４  月２３日  

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯    泰  教  様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので報

告する。  

記  

 

道路管理上の事故による損害賠償の額の決定  

番号 事 故 の 概 要 損害賠償金額 市の過失割合 専決処分年月日 

１ 

令和７年９月２１日未明、

市道稔町岡山線に植樹さ

れた街路樹が、前日からの

荒天の影響により隣接す

る相手方会社敷地内へ倒

れ、駐車中の車両を破損さ

せたもの  

９９０,０００円 

 

１００分の１００ 

  

令和 8 年 4 月 23 日 

 



  



議長報告第  ９  号  

 

令和７年度岩見沢市一般会計予算の  

繰越明許費について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



岩 財 第 ３ ６ 号 

令 和 ８ 年 ５ 月 ２ ７ 日 

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯   泰  教   様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

令和７年度岩見沢市一般会計予算の繰越明許費について  

 

令和７年度岩見沢市一般会計予算の繰越明許費は、別紙のとおり翌年度に繰

り越したので、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告する。  
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議長報告第１０号  

 

令和７年度岩見沢市水道事業会計予算の  

繰越計算書の提出について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



岩 水 業 第 ２１ 号 

令和  ８  年  ４  月１０日 

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯   泰  教   様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

令和７年度岩見沢市水道事業会計予算の  

繰越計算書の提出について  

 

令和７年度岩見沢市水道事業会計予算において、建設改良費の一部を別紙の

とおり翌年度に繰り越したので、地方公営企業法第２６条第３項の規定により

報告する。  
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議長報告第１１号  

 

令和７年度岩見沢市下水道事業会計予算の  

繰越計算書の提出について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    

  



  



岩 水 業 第 ２３ 号 

令和  ８  年  ４  月 10 日 

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯   泰  教   様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

令和７年度岩見沢市下水道事業会計予算の  

繰越計算書の提出について  

 

令和７年度岩見沢市下水道事業会計予算において、建設改良費の一部を別紙

のとおり翌年度に繰り越したので、地方公営企業法第２６条第３項の規定によ

り報告する。  
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議長報告第１２号  

 

令和７年度岩見沢市病院事業会計予算の  

継続費について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    

 



  



 

岩 病 第 １ ３ ７ 号 

令 和 ８年 ５月 ２８日 

 

 

岩 見 沢 市 議 会 

議 長   峯   泰 教   様 

 

 

岩 見 沢 市 長   松 野  哲 

 

 

令和７年度岩見沢市病院事業会計予算の継続費について 

 

 

 令和７年度岩見沢市病院事業会計予算の継続費は、別紙のとおり翌年度に繰り越

したので、地方公営企業法施行令第１８条の２第１項の規定により報告する。 
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議長報告第１３号  

 

令和７年度定期監査（事務監査）の結果に  

関する報告について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



 

岩 監 第 ８ ５ 号  

令和 ８ 年 ３ 月２３日  

岩見沢市議会議長 峯  泰 教 様  

岩見沢市監査委員 畑 瀬 正 美      

岩見沢市監査委員 篠 原 藤 雄      

岩見沢市監査委員 日 向 清 一      

令和７年度定期監査（事務監査）の結果に関する報告の提出について 

地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条

第９項の規定により、その結果に関する報告を別紙のとおり提出します。 

 





１ 

令和７年度 定期監査（事務監査）報告書 

  

令和７年度定期監査（事務監査）の実施結果について、以下のとおり報告する。 

なお、監査の実施に当たっては、岩見沢市監査基準（令和 2年 3月 24日監査委員告示第 1号）

に準拠した。 

 

１ 監査の種類  

定期監査（事務監査） 

 

２ 監査の対象  

(1) 総務部（秘書課、東京事務所、総務課、防災対策室、職員課〔公平委員会に関する事務を

含む。〕、契約検査管理課） 

(2) 企画財政部（企画室、財政課、税務課、情報政策課、情報システム課） 

(3) 健康福祉部（福祉課、高齢介護課、健康づくり推進課、こども未来課、保護課） 

(4) 市民環境部（市民連携室、市民サービス課、保険年金課、北村支所、栗沢支所、環境保全課、

廃棄物対策課） 

(5) 農政部（農務課、農業基盤整備課、北村産業振興課、栗沢産業振興課） 

(6) 経済部（商工労政課、観光物産振興課、企業立地推進室） 

(7) 建設部（建設管理課、遊水地建設室、土木課、公園緑地環境課、都市計画課、建築課） 

(8) 水道部（業務課、水道課、下水道課） 

(9) 会計室（分室を含む。） 

(10) 議会事務局  

(11) 選挙管理委員会事務局 

(12) 農業委員会事務局 

(13) 教育委員会事務局（学校教育課、指導室、学校給食課、生涯教育課、図書館、緑陵高等学校） 

(14) 市立病院（管理課、新病院整備室、医事課、栗沢病院事務局、高等看護学院） 

 

３ 監査の着眼点 

全国都市監査委員会で定めた「監査等の着眼点」中、「第１節 財務事務監査の着眼点」及び

「第２節 経営に係る事業管理監査の着眼点」で示された事項を着眼点として監査を実施した。 

また、経済性・効率性・有効性（3E）の観点から事務事業の効率や効果等を検証した。 

 

４ 監査の実施内容 

(1) 監査の範囲   

令和６年度（出納整理期間の出納を含む。）に執行された収入事務、支出事務、財産管理

事務及びこれらに関連する事務。 

(2) 監査の方法   

監査資料及び関係書類の抽出による監査を実施し、疑義が生じた事項については、その都

度担当職員から説明を受け実施した。 

 



２ 

５ 監査の実施場所及び実施期間 

(1) 実施場所  岩見沢市役所監査委員室 

(2) 実施期間  令和７年９月１日から令和８年２月２０日まで 

 

６ 監査の結果 

今回の監査は、「４(1)監査の範囲」に記載の事務が、予算及び関係法令等に基づき適正かつ効

率的に執行されているかについて、岩見沢市監査基準に基づき、前記３の着眼点を基本として、

あらかじめ提出を求めた監査資料及び関係書類等について抽出により監査を実施した。 

監査の結果、概ね良好に処理されていることが認められたが、一部において留意を要する事項

が見受けられた。 

なお、事務処理上の定例軽易な留意事項については、直接担当職員に指導したので省略する。 

監査結果の主な内容は次のとおりである。 

(1) 収入事務 

収入に関する事務については、抽出により次表に掲げる収入を対象とし、調定書等の関係書

類をもとに監査した結果、いずれも良好に処理されており、特に指摘すべき事項は見受けられ

なかった。 

〔企画財政部〕 
          

課・係名 会計 款 項 目 節 

情報システム課情報システム係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 総務負担金 電算業務負担金 

         

〔健康福祉部〕            

課・係名 会計 款 項 目 節  

高齢介護課高齢者支援係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 民生費負担金 老人福祉費  

健康づくり推進課健康経営係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 衛生費負担金 小児救急医療支援事業負担金  

こども未来課こども福祉係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 民生費負担金 未熟児養育医療負担金  

こども未来課保育幼稚園係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 民生費負担金 

保育所費  

一時預かり保育費  

休日保育費  

延長保育費  

病児保育費  

こども未来課ふれあい子どもセンター 一般会計 分担金及び負担金 負担金 民生費負担金 

一時預かり保育費  

延長保育費  

こども未来課こども・子育て応援係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 民生費負担金 放課後児童健全育成事業負担金  

         

〔市民環境部〕            

課・係名 会計 款 項 目 節  

廃棄物対策課廃棄物対策係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 衛生費負担金 ごみ処理施設管理運営事業負担金  



３ 

       

〔農政部〕            

課・係名 会計 款 項 目 節  

農務課農業振興係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 農林費負担金 精米施設負担金  

農業基盤整備課基盤整備係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 農林費負担金 

道営土地基盤整備事業負担金  

耕地利用高度化推進事業負担金  

内水排除機場維持管理負担金  

揚水機場維持管理負担金  

北村産業振興課農業振興係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 農林費負担金 

農業試験圃負担金  

農業拠点施設負担金  

栗沢産業振興課農業振興係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 農林費負担金 国営土地改良事業負担金  

         

〔経済部〕            

課・係名 会計 款 項 目 節  

観光物産振興課観光振興係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 商工費負担金 北村赤川鉱山管理費負担金  

       

〔建設部〕            

課・係名 会計 款 項 目 節  

土木課道路維持係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 土木費負担金 道路橋りょう費負担金  

       

〔水道部〕            

課・係名 会計 款 項 目 節  

業務課管理係 下水道事業会計 資本的収入 受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金  

       

〔教育委員会事務局〕          

課・係名 会計 款 項 目 節  

学校教育課学校教育係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 教育費負担金 日本スポーツ振興センター負担金  

学校給食課管理係 一般会計 分担金及び負担金 負担金 教育費負担金 学校給食費  

緑陵高等学校庶務係 
特別会計 

高等学校費 
分担金及び負担金 負担金 教育費負担金 日本スポーツ振興センター負担金  

         

〔市立病院〕            

課・係名 会計 款 項 目 節  

管理課庶務係・経営係 病院事業会計 病院事業収益 医業外収益 その他医業外収益 
その他医業外収益中、 

保育料・病児保育負担金 
 

 

  



４ 

(2) 支出事務 

支出に関する事務については、補助金及び各種契約等の支出を対象とし、執行状況並びに契約

関係起案文書等の関係書類をもとに監査した結果、特に指摘すべき事項は見受けられなかった。 

(3) 財産管理事務 

財産管理に関する事務については、指定管理業務並びに物品（備品、金券等）の出納保管

及び管理状況を対象とし、提出を求めた関係書類をもとに監査した結果、特に指摘すべき事

項は見受けられなかった。 

(4) その他関連する事務 

上記(1)から(3)に関連する事務として、起案文書の取扱いについて、岩見沢市事案決裁規

則、岩見沢市教育委員会事案決裁規則、岩見沢市水道事業事案決裁規則、岩見沢市病院事業

事案決裁規則及び岩見沢市文書管理規則等により適正に処理されているかを対象とし、提出

を求めた関係書類をもとに監査した結果、いずれも良好に処理されており、特に指摘すべき

事項は見受けられなかった。 



議長報告第１４号  

 

令和７年度行政監査の結果に関する報告について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    
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地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき、行政監査を実施したので、同条

第９項の規定により、その結果に関する報告を別紙のとおり提出します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





１ 

令和７年度行政監査報告書 

 

令和７年度行政監査の実施結果について、以下のとおり報告する。 

なお、監査の実施に当たっては、岩見沢市監査基準（令和 2 年 3 月 24 日監査委員告示

第 1 号）に準拠した。 

 

１ 監査の種類 

  行政監査 

 

２ 監査のテーマ 

庁用自動車の運行管理状況及び安全対策について 

 

３ 監査の目的 

本市では、公務を迅速かつ効率的に行うため、本庁舎及び出先機関において庁用自動

車を保有し、運行管理を行っている。庁用自動車の維持管理には、燃料費やリース料、

修繕費等の経費を要することから、業務上の必要性に応じた適正配置と効率的な運用が

求められる。 

また、庁用自動車による交通事故が毎年度発生していることから、事故の未然防止を

図るため、車両の点検確認の徹底及び職員の安全運転意識の向上が必要である。 

本監査は、庁用自動車の管理・運用の実態を把握し、課題を分析するとともに、事故

防止に関する安全対策の取組状況を検証することにより、今後の事務改善に資すること

を目的とする。 

 

４ 監査の対象（対象部署） 

 (1)  総務部 

(2)  企画財政部 

(3)  健康福祉部 

(4)  市民環境部 

(5)  農政部 

(6)  経済部 

(7)  建設部 

(8)  水道部 

(9)  農業委員会事務局 

(10) 教育委員会事務局 

(11) 市立病院（市立栗沢病院を含む。） 

  

５ 監査の着眼点 

全国都市監査委員会で定めた「監査等の着眼点」中、「第３節 行政監査の着眼点」で

示された事項を基本とし、具体的には(1)、(2)の項目を主な着眼点として監査を実施し

た。 

また、経済性・効率性・有効性（3E）の観点から事務事業の効率や効果等を検証した。 

 



２ 

(1) 庁用自動車の運行管理状況について 

ア 庁用自動車の保有状況は適切なものとなっているか。 

イ 庁用自動車が効率的に使用されているか。 

ウ 庁用自動車の運行管理は適切に行われているか。 

エ 庁用自動車の維持管理経費は適切に支出されているか。 

(2) 庁用自動車における安全対策の状況について 

ア 法令等に基づく定期点検・整備等は適切に行われているか。 

イ 事故防止や安全対策は適切に行われているか。 

（3） 経済性 無駄な支出はないか、財源確保に努めているか。 

（4） 効率性 成果に対して最少の経費・労力で事業が執行されているか。 

（5） 有効性  目的に見合った成果が表れているか。 

 

６  監査の実施内容 

(1) 監査の範囲 令和６年度末現在において市が保有又は管理する庁用自動車（リース

車両を含み、岩見沢地区消防事務組合の車両を除く。） 

         なお、フォークリフト及び農耕トラクター等の小型特殊車両９台は、

走行距離の分析が困難であるため、本監査の分析対象から除外した。 

(2) 監査の方法 監査資料及び関係書類による書面監査を実施し、監査執行に当たり疑

義が生じた事項については、必要に応じて関係職員から説明を受け実

施した。 

 

７ 監査の実施場所及び実施期間 

(1) 実施場所 岩見沢市監査委員室 

(2) 実施期間 令和７年９月１９日から令和８年２月２０日まで 

 

８ 監査の結果 

今回の行政監査は、「庁用自動車の運行管理状況及び安全対策について」をテーマとし

て岩見沢市監査基準に基づき、前記５の着眼点を基本として監査を実施した。実施に当

たっては、あらかじめ提出を求めた監査資料及び関係書類等について関係職員から説明

を受け監査を実施し、その結果については、次ページ以降に記載のとおりである。 

なお、事務処理上の定例軽易な留意事項については、直接担当職員より説明を受けな

がら指導したので省略する。 

 

（注） 

１ 文中及び表中の稼働率は、原則として小数点以下第 2 位を、平均年間走行距離、平

均稼働日数、1 日当たりの走行距離等は、原則として小数点以下点第 1 位を四捨五入

により算出している。なお、構成比率（％）は合計を 100％とするため、端数処理の

関係上、内訳の合計及び同じ数字の構成比率が一致しない場合がある。 

２ 文中及び表中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満は四捨五入により

算出している。 
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(1) 監査の実施状況 

ア 運行管理状況 

(ｱ) 庁用自動車の保有状況 

表－１ 部署別保有台数                       （単位：台、％） 

 部  署 
台数 

(所管部署) 
使用形態 台数 構成比率 

 総務部   7 3.1 

 秘書課 6 所管課使用車 6  

 防災対策室 1 所管課使用車 1  

 企画財政部   15 6.6 

 企画室 1 所管課使用車 1  

 財政課 9 

所管課使用車  1  

共用車 7  

貸出車 1  

 税務課 3 所管課使用車 3  

 情報政策課 2 所管課使用車 2  

 健康福祉部   23 10.1 

 福祉課 3 所管課使用車 3  

 高齢介護課 9 所管課使用車 9  

 健康づくり推進課 4 所管課使用車 4  

 こども未来課 3 所管課使用車 3  

 保護課 4 所管課使用車 4  

 市民環境部   24 10.6 

 

市民連携室 3 所管課使用車 3  

市民サービス課 1 所管課使用車 1  

保険年金課 3 所管課使用車 3  

北村支所 3 所管課使用車 3  

栗沢支所 2 所管課使用車 2  

 
環境保全課 4 

所管課使用車 3  

貸出車 1  

廃棄物対策課 8 所管課使用車 8  

 農政部   11 4.8 

 農務課 3 所管課使用車 3  

 農業基盤整備課 2 所管課使用車 2  

 北村産業振興課 4 
所管課使用車 3  

貸出車 1  

 栗沢産業振興課 2 
所管課使用車 1  

貸出車 1  
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 部  署 
台数 

(所管部署) 
使用形態 台数 構成比率 

 経済部   2 0.9 

 商工労政課 1 所管課使用車 1  

 観光物産振興課 1 所管課使用車 1  

 建設部   77 34.0 

 建設管理課 1 所管課使用車 1  

 遊水地建設室 1 所管課使用車 1  

 土木課 56 
所管課使用車 10  

貸出車 46  

 公園緑地環境課 13 
所管課使用車 3  

貸出車 10  

 都市計画課 1 所管課使用車 1  

 建築課 5 所管課使用車 5  

 水道部   10 4.4 

 業務課 3 所管課使用車 3  

 水道課 5 所管課使用車 5  

 下水道課 2 所管課使用車 2  

 農業委員会事務局   1 0.4 

 農業委員会事務局 1 所管課使用車 1  

 教育委員会事務局   49 21.6 

 学校教育課 26 
所管課使用車 6  

貸出車 20  

 指導室 4 所管課使用車 4  

 学校給食課 12 
所管課使用車 2  

貸出車 10  

 生涯教育課 4 所管課使用車 4  

 図書館 2 所管課使用車 2  

 緑陵高校 1 所管課使用車 1  

 市立病院   8 3.5 

 管理課 4 共用車 4  

 新病院整備室 1 所管課使用車 1  

 栗沢病院 3 所管課使用車 3  

 合  計 227   100.0 

【所管課使用車】各所属において専用に使用される車両 

【 共 用 車 】所管部署に限らず、複数の部署で共用する車両 

【 貸 出 車 】特定の業務のため長期間にわたり貸し出す車両 
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所管課使用車

126台

共用車 11台

貸出車 90台

使用形態別

保有台数

 

図－１ 部署別保有台数 

 

令和 6 年度末現在、本市が保有する庁用自動車は 227 台であり、部署別では建設部が 77

台で最も多く、全体の 34.0％を占めている。次いで教育委員会事務局が 49 台（21.6％）、

市民環境部が 24 台（10.6％）となっている。 

建設部及び教育委員会事務局では貸出車の比率が高く、それぞれ 77 台中 56 台、49 台中

30 台が貸出車となっている。特に建設部土木課では貸出車（除排雪機械等）が 46 台と多

く、豪雪地帯である本市の地域特性を反映したものとなっている。 

 

 

表－２ 使用形態別保有台数 

 

 

 

図－２ 

 

 使用形態別の内訳は、所管課使用車 126 台、貸出車 90 台、共用車 11 台となっている。

所管課使用車が全体の 55.6％を占める一方、共用車は全体の 4.8％にとどまっている。 

 貸出車の台数が 39.6％を占めていることから、6 ページ以降の集計においては、部署別

等に整理した上で、所管課使用車及び共用車と貸出車を区分して記載している。 
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農業委員会事務局

0台 10台 20台 30台 40台 50台 60台 70台 80台 90台

使用形態 台数 構成比率 

所管課使用車 126 台 55.6％ 

共用車 11 台 4.8％ 

貸出車 90 台 39.6％ 

合  計 227 台 100.0％ 
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表－３ 種別・用途別保有台数                       （単位：台、％） 

  種別 

  用途 

 

部 署 

普
通
・
乗
用 

普
通
・
貨
物 

普
通
・
乗
合 

普
通
・
特
種 

小
型
・
乗
用 

小
型
・
貨
物 

軽
・
乗
用 

軽
・
貨
物 

大
型
特
殊 

小 
 

計 

合 
 

計 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

総務部 3  2   2    7 

企画財政部 2 1   6 1 2 2  14 

健康福祉部 2    5  14 2  23 

市民環境部 4 3   4 6 3 2 1 23 

農政部 3    2 2  2  9 

経済部 1       1  2 

建設部 8 2  3 3 3 1 1  21 

水道部 5 1  1  3    10 

農業委員会 

事務局 
    1     1 

教育委員会 

事務局 
4    3 4 5 3  19 

市立病院 3   2   1 2  8 

小  計 35 7 2 6 24 21 26 15 1 137 

構成比率 15.4 3.1 0.9 2.6 10.6 9.3 11.5 6.6 0.4 60.4 

使用形態 貸 出 車 

総務部          0 7 

企画財政部      1    1 15 

健康福祉部          0 23 

市民環境部        1  1 24 

農政部      1  1  2 11 

経済部          0 2 

建設部  7  9 1 5  3 31 56 77 

水道部          0 10 

農業委員会 

事務局 

 
     

 
  0 1 

教育委員会 

事務局 

 
10 20    

 
  30 49 

市立病院          0 8 

小  計 0 17 20 9 1 7 0 5 31 90  

構成比率 0.0 7.4 8.8 4.0 0.4 3.1 0.0 2.2 13.7 39.6  

合  計 35 24 22 15 25 28 26 20 32  227 

構成比率 15.4 10.5 9.7 6.6 11.0 12.4 11.5 8.8 14.1  100.0 

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 
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※ 種別・用途の定義（道路運送車両法に基づく） 

表 記 区 分 
大きさ（ｍ） 

エンジンの総排気量（㏄） 
長さ 幅 高さ 

普通 普通自動車 小型自動車の規格を超えるもの 2,000 超 

小型 小型自動車 4.7 以下 1.7 以下 2.0 以下 660 超 2,000 以下 

軽 軽自動車 3.4 以下 1.48 以下 2.0 以下 660 以下 

 

表 記 定  義 

大型特殊 
走行や運搬よりも、その作業機を使うことが目的の自動車で、車両の大きさ

により、小型と大型に分類される。 

乗用 人の輸送を主な用途の自動車で、乗車定員 10 人以下のもの。 

貨物 荷物の輸送を主な用途とする自動車。 

乗合 人の輸送を主な用途とする自動車で、乗車定員 11 人以上のもの。 

特種 
主たる使用目的が特種である自動車であって、定められた構造及び装置等の

要件の全てを満たすもの。 

 

 

図－３ 種別・用途別保有台数 

 

種別・用途別では、普通・乗用が 35 台（15.4％）で最も多く、次いで大型特殊が 32 台

（14.1％）、小型・貨物が 28 台（12.4％）、軽・乗用が 26 台（11.5％）となっている。 

使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車 137 台（60.4％）では、小型・乗用と軽・

乗用が合計 50 台で所管課使用車及び共用車の 36.5％を占めており、職員が汎用的に使用

する車両の小型化が進んでいる。一方、貸出車 90 台（39.6％）では、大型特殊が 31 台、

普通・乗合が 20 台、普通・貨物が 17 台となっており、上位 3 種類で貸出車の 75.6％を占

めている。特に建設部の道路・公園維持管理業務や教育委員会事務局のスクールバス運行

業務など、特定業務に特化した保有状況となっている。 
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表－４ 経過年数別保有台数                     （単位：台、％） 

経過年数 

 

 

 

 

部 署 

３
年
未
満 

３
年
以
上
５
年
未
満 

５
年
以
上
10
年
未
満 

10
年
以
上
15
年
未
満 

15
年
以
上
20
年
未
満 

20
年
以
上 

小 
 

計 

合 
 

計 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

総務部 1  1  2 3 7 

企画財政部 2  3 6  3 14 

健康福祉部 5 1 9 5 2 1 23 

市民環境部   3 9 1 10 23 

農政部 2 1 1 1 2 2 9 

経済部    1 1  2 

建設部 4 3 4 2 2 6 21 

水道部   6 3  1 10 

農業委員会事務局   1    1 

教育委員会事務局 1  7 7 4  19 

市立病院 2    4 2 8 

小  計 17 5 35 34 18 28 137 

構成比率 7.5 2.2 15.4 15.0 7.9 12.4 60.4 

使用形態 貸 出 車 

総務部       0 7 

企画財政部      1 1 15 

健康福祉部       0 23 

市民環境部 1      1 24 

農政部      2 2 11 

経済部       0 2 

建設部 1 1 9 7 6 32 56 77 

水道部       0 10 

農業委員会事務局       0 1 

教育委員会事務局 2 4 9 8 1 6 30 49 

市立病院       0 8 

小  計 4 5 18 15 7 41 90  

構成比率 1.7 2.2 7.9 6.6 3.1 18.1 39.6  

合  計 21 10 53 49 25 69  227 

構成比率 9.2 4.4 23.3 21.6 11.0 30.5  100.0 

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 

 



９ 

 
図－４ 経過年数別保有台数 

 

 経過年数別では、20 年以上の車両が 69 台で最も多く、全体の 30.5％を占めている。次

いで 5 年以上 10 年未満が 53 台（23.3％）、10 年以上 15 年未満が 49 台（21.6％）となっ

ており、経過年数 10 年以上の車両が合計 143 台と全体の 63.0％を占めている。 

使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車（137 台）では、5 年以上 10 年未満が 35

台で最も多く、次いで 10 年以上 15 年未満が 34 台となっており、5 年以上 15 年未満の車

両で所管課使用車及び共用車の 50.4％を占めている。一方、貸出車（90 台）では、20 年以

上が 41 台と突出して多く、貸出車全体の 45.6％を占めている。 

また、20 年以上経過した車両 69 台のうち、25 年以上経過した車両が 38 台あり、その使

用形態別の内訳は、所管課使用車及び共用車が 13 台、貸出車が 25 台となっている。 

 

市役所本庁舎立体駐車場（R5 完成）の保管状況 

 

【69 台保管】 
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表－５ 動力源別保有台数                        （単位：台、％） 

動力源別 

部 署 
ガソリン 軽油 電気 

電気・ 

ガソリン 
合 計 

総務部 1 3  3 7 

企画財政部 11 3  1 15 

健康福祉部 23    23 

市民環境部 19 4  1 24 

農政部 9 2   11 

経済部 2    2 

建設部 21 54  2 77 

水道部 7 3   10 

農業委員会事務局 1    1 

教育委員会事務局 16 32  1 49 

市立病院 7 1   8 

合  計 117 102 0 8 227 

構成比率 51.6 44.9 0.0 3.5 100.0 

 

 
図－５ 動力源別保有台数 

 

動力源別では、ガソリン車が 117台（51.6％）で最も多く、次いで軽油車が 102台（44.9％）

となっており、この 2 種類が 96.5％を占めている。電気・ガソリンのハイブリッド車が 8

台（3.5％）、電気自動車（EV）は 0 台となっている。 

部署別にみると、ガソリン車は健康福祉部 23 台、建設部 21 台、市民環境部 19 台、教育

委員会事務局 16 台など、幅広い部署に配置されている。一方、軽油車は建設部 54 台、教

育委員会事務局 32 台に集中しており、この 2 部署で軽油車全体の 84.3％を占めている。 

また、近年のリース車両において、次世代自動車であるハイブリッド車が導入されてい

る状況が確認できたものの、ハイブリット車の導入は全体の 3.5％にとどまっている。 
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表－６ 取得方法別保有台数                       （単位：台、％） 

取得方法 

部 署 
購 入 リース 寄 付 その他 合 計 

総務部 7    7 

企画財政部 13  1 1 15 

健康福祉部 22  1  23 

市民環境部 24    24 

農政部 10 1   11 

経済部 2    2 

建設部 72 5   77 

水道部 10    10 

農業委員会事務局 1    1 

教育委員会事務局 47 2   49 

市立病院 6 2   8 

合  計 214 10 2 1 227 

構成比率 94.3 4.4 0.9 0.4 100.0 

 
図－６ 取得方法別保有台数 

 

 取得方法別では、購入が 214 台で 94.3％を占め、次いでリース 10 台（4.4％）、寄付 2 台

（0.9％）、その他 1 台（0.4％）となっている。 

 部署別にみると、建設部では購入 72 台、リース 5 台、教育委員会事務局では購入が 47

台、リース 2 台、市民環境部では購入 24 台となっており、購入による取得が基本であり、

リース車の導入は限定的である。 

 また、寄付により取得した車両が企画財政部で 1 台、健康福祉部で 1 台となっており、

健康福祉部の 1 台については、日本赤十字社からの寄付によるものである。 
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(ｲ) 庁用自動車の使用状況 

表－７ 総走行距離別及び年間走行距離状況               （単位：台、㎞） 

  総走行 

   距離 

 

 

 

 

 

部 署 

１
万
㎞
未
満 

１
万
㎞
以
上
３
万
㎞
未
満 

３
万
㎞
以
上
５
万
㎞
未
満 

５
万
㎞
以
上
10
万
㎞
未
満 

10
万
㎞
以
上
15
万
㎞
未
満 

15
万
㎞
以
上
20
万
㎞
未
満 

20
万
㎞
以
上 

合 
 

計 
 

 
Ａ 

令
和
６
年
度 

年
間
走
行
距
離 

Ｂ 

１
台
当
た
り
平
均 

年
間
走
行
距
離 

Ｂ
／
Ａ 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

総務部 1   3 2 1  7 30,140 4,306 

企画財政部 1 3 5 5    14 49,478 3,534 

健康福祉部 3 4 9 7    23 76,545 3,328 

市民環境部 2 2 2 8 5 2 2 23 137,732 5,988 

農政部 1 2 2 2 1 1  9 43,084 4,787 

経済部  1   1   2 6,116 3,058 

建設部 1 5 3 6 3 1 2 21 137,063 6,527 

水道部 1  1 5 2  1 10 72,538 7,254 

農業委員会事務局   1     1 7,482 7,482 

教育委員会事務局 6  4 4 5   19 103,459 5,445 

市立病院 2 1  4  1  8 23,851 2,981 

小  計 18 18 27 44 19 6 5 137 687,488 5,018 

構成比率 8.0 8.0 11.9 19.3 8.4 2.6 2.2 60.4   

使用形態 貸 出 車 

総務部        0 0 0 

企画財政部     1   1 4,446 4,446 

健康福祉部        0 0 0 

市民環境部  1      1 5,598 5,598 

農政部    2    2 3,147 1,574 

経済部        0 0 0 

建設部 9 12 10 15 4 2 4 56 105,308 1,881 

水道部        0 0 0 

農業委員会事務局        0 0 0 

教育委員会事務局 1 2 1 7 4 6 9 30 420,105 14,004 

市立病院        0 0 0 

小  計 10 15 11 24 9 8 13 90 538,604 5,984 

構成比率 4.4 6.6 4.8 10.6 4.0 3.5 5.7 39.6   

合  計 28 33 38 68 28 14 18 227 1,226,092 5,401 

構成比率 12.4 14.6 16.7 29.9 12.4 6.1 7.9 100.0   

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 
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図－７ 総走行距離別保有台数 

 

総走行距離別では、5 万㎞以上 10 万㎞未満が 68 台（29.9％）で最も多く、次いで 3 万㎞

以上 5 万㎞未満が 38 台（16.7％）、1 万 km 以上 3 万 km 未満が 33 台（14.6％）となってい

る。令和 6 年度の年間走行距離は全体で 1,226,092 ㎞、1 台当たりの平均年間走行距離は

5,401 ㎞となっている。 

使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車（137 台）では、年間走行距離 687,488 ㎞、

平均 5,018 ㎞/台となっているが、平均を下回る部署が監査対象 11 部署中 6 部署あり、部

署間で走行距離に差がみられる。部署別の平均年間走行距離では、農業委員会事務局が

7,482 ㎞/台で最も多く、次いで水道部が 7,254 ㎞/台、建設部が 6,527 ㎞/台となっており、

現場業務の多い部署で走行距離が長い傾向となっている。 

貸出車（90 台）では、年間走行距離は 538,604 ㎞、平均 5,984 ㎞/台となっており、特に

教育委員会事務局が年間走行距離 420,105 ㎞、平均 14,004 ㎞/台と多くなっている。一方、

建設部は平均 1,881 ㎞/台と低く、除排雪機械特有の季節的な使用実態を反映している。 

また、貸出車において、令和 6 年度の年間走行距離 0 ㎞の車両が 12 台確認され、いずれ

も故障時に備えた予備車として保有しているものである。 

 

小型・乗用【共用車・購入】 
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※ 稼働率は、令和 6 年度の開庁日（243 日）により算出している。 

表－８ 稼働率別保有台数                 （単位：台、日、％、㎞、㎞/日） 

稼働 

状況 

 

 

 

 

 

部 署 

稼
働
率
10
％
未
満 

稼
働
率
10
％
以
上
50
％
未
満 

稼
働
率
50
％
以
上
90
％
未
満 

稼
働
率
90
％
以
上 

台 
 

数 

Ａ 

令
和
６
年
度
稼
働
日
数 

 

Ｂ 

１
台
当
た
り
平
均
稼
働
日
数 

Ｃ
＝
Ｂ
÷
Ａ 

１
台
当
た
り
平
均
稼
働
率 

Ｃ
÷

243
日×

100 

令
和
６
年
度
年
間
走
行
距
離 

 
 

 
 

 
Ｄ 

（
参
考
）
１
日
当
た
り
の 

走
行
距
離 

Ｄ
／
Ｂ 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

総務部 1 3 2 1 7 777 111 45.7 30,140 39 

企画財政部 1 4 7 2 14 1,833 131 53.9 49,478 27 

健康福祉部 1 3 14 5 23 3,885 169 69.5 76,545 20 

市民環境部 1 9 8 5 23 3,429 149 61.3 137,732 40 

農政部  3 6  9 1,346 150 61.7 43,084 32 

経済部  1 1  2 286 143 58.8 6,116 21 

建設部  4 14 3 21 3,760 179 73.7 137,063 36 

水道部 2 3 4 1 10 1,232 123 50.6 72,538 59 

農業委員会事務局    1  1 200 200 82.3 7,482 37 

教育委員会事務局   2 13 4 19 3,469 183 75.3 103,459 30 

市立病院  3 3 2 8 1,120 140 57.6 23,851 21 

小 計 6 35 73 23 137 21,337 156 64.2 687,488 32 

構成比率 2.6 15.5 32.2 10.1 60.4      

使用形態 貸 出 車 

総務部      0 0 0.0 0 0 

企画財政部   1  1 147 147 60.5 4,446 30 

健康福祉部      0 0 0.0 0 0 

市民環境部    1 1 228 228 93.8 5,598 25 

農政部  2   2 176 88 36.2 3,147 18 

経済部      0 0 0.0 0 0 

建設部 18 31 6 1 56 2,787 50 20.6 105,308 38 

水道部      0 0 0.0 0 0 

農業委員会事務局       0 0 0.0 0 0 

教育委員会事務局  3 1 21 5 30 5,564 185 76.1 420,105 76 

市立病院      0 0 0.0 0 0 

小 計 21 34 28 7 90 8,902 99 40.7 538,604 61 

構成比率 9.3 14.9 12.3 3.1 39.6      

合 計 27 69 101 30 227 30,239 133 54.7 1,226,092 41 

構成比率 11.9 30.4 44.5 13.2 100.0      

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 
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図－８ 稼働率別保有台数 

 

令和 6 年度の稼働状況は、稼働率 50％以上 90％未満が 101 台で最も多く、全体の 44.5％

を占めている。次いで稼働率 10％以上 50％未満が 69 台（30.4％）、稼働率 90％以上が 30

台（13.2％）、稼働率 10％未満が 27 台(11.9％)となっている。全体の平均稼働率は 54.7％、

平均稼働日数は 133 日であり、年間（243 日）の約半分の稼働となっている。 

使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車（137 台）の平均稼働率は 64.2％、平均

稼働日数は 156 日となっている。部署別では、農業委員会事務局が稼働率 82.3％（200 日）

で最も高く、次いで教育委員会事務局が稼働率 75.3％（183 日）、建設部が 73.7％（179 日）

となっている。 

貸出車（90 台）の平均稼働率は 40.7％、平均稼働日数は 99 日となっている。市民環境

部が平均稼働率 93.8％、平均稼働日数 228 日で最も高く、次いで教育委員会事務局が平均

稼働率 76.1％、平均稼働日数 185 日となっている。 

また、建設部の貸出車 56 台のうち 18 台が稼働率 10％未満となっており、除排雪機械特

有の季節的な使用実態を反映している。 

 

除雪機械車庫（R5 完成）の保管状況     日の出車両格納庫（R6 完成）保管状況 

       
       【15 台保管】               【15 台保管】 
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表－９ 種別・用途別の経過年数別保有台数                 （単位：台） 

経過 

年数 

 

 

種別 

用途 

３
年
未
満 

３
年
以
上
５
年
未
満 

５
年
以
上
10
年
未
満 

10
年
以
上
15
年
未
満 

15
年
以
上
20
年
未
満 

20
年
以
上 

小 
 

計 

構
成
比
率 

合 
 

計 

構
成
比
率 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

普通・乗用 5 2 6 8 12 2 35 15.4 

普通・貨物  1 1   5 7 3.1 

普通・乗合      2 2 0.9 

普通・特種 1  1  2 2 6 2.6 

小型・乗用 5  5 7 2 5 24 10.6 

小型・貨物 1  9 4  7 21 9.3 

軽・乗用 3 1 9 10 1 2 26 11.5 

軽・貨物 2 1 4 5 1 2 15 6.6 

大型特殊      1 1 0.4 

小  計 17 5 35 34 18 28 137 60.4 

構成比率 7.5 2.2 15.4 15.0 7.9 12.4 60.4  

使用形態 貸 出 車 

普通・乗用       0 0.0 35 15.4 

普通・貨物 2 1 6 2  6 17 7.4 24 10.5 

普通・乗合  3 5 6 1 5 20 8.8 22 9.7 

普通・特種   1 2 2 4 9 4.0 15 6.6 

小型・乗用      1 1 0.4 25 11.0 

小型・貨物   1 1  5 7 3.1 28 12.4 

軽・乗用       0 0.0 26 11.5 

軽・貨物 1  1   3 5 2.2 20 8.8 

大型特殊 1 1 4 4 4 17 31 13.7 32 14.1 

小  計 4 5 18 15 7 41 90 39.6   

構成比率 1.7 2.2 7.9 6.6 3.1 18.1 39.6    

合  計 21 10 53 49 25 69   
227 100.0 

構成比率 9.2 4.4 23.3 21.6 11.0 30.5   

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 
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図－９ 種別・用途別の経過年数別保有台数 

 

使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車（137 台）では、普通・乗用 35 台のうち

20 年以上が 2 台と比較的少なく、15 年以上 20 年未満が 12 台となっている。 

小型・乗用（24 台）では、10 年以上 15 年未満が 7 台で最も多く、次いで 3 年未満、5 年

以上 10 年未満、20 年以上がそれぞれ 5 台となっており、比較的均等な保有状況となって

いる。 

小型・貨物（21 台）では、5 年以上 10 年未満が 9 台と最も多く、次いで 20 年以上経過

が 7 台となっている。 

軽・乗用（26 台）では、10 年以上 15 年未満が 10 台で最も多く、次いで 5 年以上 10 年

未満が 9 台となっており、5 年以上 15 年未満の車両が軽・乗用の 73.1％を占めている。一

方、軽・貨物（15 台）については、新しい車両も多く車両の更新が進んでいる状況となっ

ている。 

 貸出車（90 台）では、普通・乗合（20 台）のうち、10 年以上 15 年未満が 6 台で最も多

く、次いで 5 年以上 10 年未満、20 年以上がそれぞれ 5 台となっている。 

 普通・貨物（17 台）では、5 年以上 10 年未満、20 年以上がそれぞれ 6 台となっており、

次いで 3 年未満、10 年以上 15 年未満が同数の 2 台となっている。 

大型特殊（31 台）では、20 年以上経過した車両が 17 台で最も多く、大型特殊の 54.8％

を占めており、今後の維持管理費用の増加が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

35台

24台

22台

15台

25台

28台

26台

20台

32台

0台 5台 10台 15台 20台 25台 30台 35台 40台

普通・乗用

普通・貨物

普通・乗合

普通・特種

小型・乗用

小型・貨物

軽・乗用

軽・貨物

大型特殊

３年未満 ３年以上５年未満 ５年以上10年未満 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上



１８ 

表－10 種別・用途別の総走行距離別保有台数             （単位：台、㎞、％） 

総走行 

距離 

 

 

 

 

 

種別 

用途 

１
万
㎞
未
満 

１
万
㎞
以
上
３
万
㎞
未
満 

３
万
㎞
以
上
５
万
㎞
未
満 

５
万
㎞
以
上
10
万
㎞
未
満 

10
万
㎞
以
上
15
万
㎞
未
満 

15
万
㎞
以
上
20
万
㎞
未
満 

20
万
㎞
以
上 

合 
 

計 
 

 

Ａ 

令
和
６
年
度
年
間
走
行
距
離 

 

Ｂ 

１
台
当
た
り
平
均
年
間
走
行
距
離 

Ｂ
／
Ａ 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

普通・乗用 5 4 2 14 7 3  35 187,177 5,348 

普通・貨物  2 1 3   1 7 33,750 4,821 

普通・乗合     2   2 8,081 4,041 

普通・特種 1 2  1  1 1 6 27,955 4,659 

小型・乗用 4 4 5 8 3   24 104,448 4,352 

小型・貨物 2  2 7 5 2 3 21 188,433 8,973 

軽・乗用 3 4 11 6 2   26 83,905 3,227 

軽・貨物 3 2 5 5    15 53,734 3,582 

大型特殊   1     1 5 5 

小 計 18 18 27 44 19 6 5 137 687,488 5,018 

構成比率 8.0 8.0 11.9 19.3 8.4 2.6 2.2 60.4   

使用形態 貸 出 車 

普通・乗用        0 0 0 

普通・貨物 1 2 2 6 1 1 4 17 119,002 7,000 

普通・乗合   1 1 4 6 8 20 329,237 16,462 

普通・特種   2 4 3   9 26,129 2,903 

小型・乗用      1  1 3,600 3,600 

小型・貨物  1 2 2 1  1 7 23,519 3,360 

軽・乗用        0 0 0 

軽・貨物 1 2  2    5 15,231 3,046 

大型特殊 8 10 4 9    31 21,886 706 

小  計 10 15 11 24 9 8 13 90 538,604 5,984 

構成比率 4.4 6.6 4.8 10.6 4.0 3.5 5.7 39.6   

合  計 28 33 38 68 28 14 18 227 1,226,092 5,401 

構成比率 12.4 14.6 16.7 29.9 12.4 6.1 7.9 100.0   

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 
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図－10 種別・用途別の総走行距離別保有台数 

 

使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車（137 台）では、小型・貨物が平均 8,973

㎞/台で最も多く、次いで普通・乗用が平均 5,348 ㎞/台、普通・貨物が平均 4,821 ㎞/台、

普通・特種が平均 4,659 ㎞/台となっている。 

貸出車（90 台）では、普通・乗合が平均 16,462km/台と突出して高く、普通・貨物が平

均 7,000km/台、小型・乗用が平均 3,600 ㎞/台、小型・貨物が平均 3,360km/台、軽・貨物

が平均 3,046km/台となっている。 

また、大型特殊は平均 706km/台となっており、除排雪機械特有の季節的使用実態を反映

している。 

総走行距離 20 万 km 以上の車両（18 台）の使用形態別の内訳では、所管課使用車及び共

用車が 5 台、貸出車が 13 台となっており、貸出車の長期使用による走行距離の累積が顕著

である。 

 

小型・貨物【所管課使用車・購入】      普通・乗用【所管課使用車・リース】 

        
                          ［ハイブリッド車］ 
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表－11 種別・用途別の稼働率別保有台数        （単位：台、日、％、㎞、㎞/日） 

稼働 

状況 

 

 

 

 

 

 

種別 

用途 

稼
働
率
10
％
未
満 

稼
働
率
10
％
以
上
50
％
未
満 

稼
働
率
50
％
以
上
90
％
未
満 

稼
働
率
90
％
以
上 

台 
 

数 
 

 

Ａ 

令
和
６
年
度
稼
働
日
数 

 
 

 

Ｂ 

１
台
当
た
り
平
均
稼
働
日
数 

Ｃ
＝
Ｂ
÷
Ａ 

１
台
当
た
り
平
均
稼
働
率 

Ｃ
÷

243
日×

100 

令
和
６
年
度
年
間
走
行
距
離 

 

Ｄ 

１
日
当
た
り
の
走
行
距
離 

 
 

 
 

 
 

 

Ｄ
÷
Ｂ 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

普通・乗用 1 5 27 2 35 5,677 162 66.7 187,177 33 

普通・貨物 1 3 3  7 762 109 44.9 33,750 44 

普通・乗合  2   2 89 45 18.5 8,081 91 

普通・特種 1 3 2  6 613 102 42.0 27,955 46 

小型・乗用  5 15 4 24 4,038 168 69.1 104,448 26 

小型・貨物 1 7 2 11 21 3,670 175 72.0 188,433 51 

軽・乗用  5 18 3 26 4,270 164 67.5 83,905 20 

軽・貨物 1 5 6 3 15 2,212 147 60.5 53,734 24 

大型特殊 1    1 6 6 2.5 5 1 

小   計 6 35 73 23 137 21,337 156 64.2 687,488 32 

構成比率 2.6 15.5 32.2 10.1 60.4      

使用形態 貸 出 車 

普通・乗用     0 0 0 0.00 0 0 

普通・貨物  6 11  17 2,365 139 57.2 119,002 50 

普通・乗合 3 1 11 5 20 3,579 179 73.7 329,237 92 

普通・特種 3 6   9 311 35 14.4 26,129 84 

小型・乗用   1  1 173 173 71.2 3,600 21 

小型・貨物  4 3  7 773 110 45.3 23,519 30 

軽・乗用     0 0 0 0.0 0 0 

軽・貨物  1 2 2 5 966 193 79.4 15,231 16 

大型特殊 15 16   31 735 24 9.9 21,886 30 

小  計 21 34 28 7 90 8,902 99 40.7 538,604 61 

構成比率 9.3 14.9 12.3 3.1 39.6      

合  計 27 69 101 30 227 30,239 133 54.7 1,226,092 41 

構成比率 11.9 30.4 44.5 13.2 100.0      

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 
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図－11 種別・用途別の稼働率別保有台数 

 

種別・用途別の稼働状況を使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車（137 台）では、

小型・貨物の平均稼働率 72.0％（平均稼働日数 175 日）で最も高く、次いで小型・乗用

69.1％（168 日）、軽・乗用 67.5％（164 日）、普通・乗用 66.7％（162 日）となっており、

比較的高い稼働率となっている。一方、普通・乗合 18.5％（45 日）、大型特殊 2.5％（6 日）

は低い稼働率となっている。 

1 日当たりの走行距離では、普通・乗合が 91km で最も多く、次いで小型・貨物が 51 ㎞、

普通・貨物が 44 ㎞となっている。一方、大型特殊は 1km と極めて低く、軽・乗用 20km、

軽・貨物 24km、小型・乗用 26km など、小型車や軽自動車は短距離移動が中心となってい

る。 

貸出車（90 台）では、軽・貨物の平均稼働率 79.4%（平均稼働日数 193 日）で最も高く、

次いで普通・乗合 73.7％（179 日）、小型・乗用 71.2％（173 日）となっている。一方、大

型特殊は平均稼働率が 9.9％（平均稼働日数 24 日）と低く、31 台のうち稼働率 10％未満

が 15 台となっており、普通・特種 14.4％（35 日）も低い稼働率となっている。 

1 日当たりの走行距離では、普通・乗合が 92km で最も多く、次いで普通・特種が 84km、

普通・貨物が 50 ㎞となっている。一方、軽・貨物が 16 ㎞と低く、小型・乗用 21 ㎞、小型・

貨物と大型特殊が 30 ㎞で同数となっている。 

また、稼働率 10％未満の車両 27 台の内訳をみると、貸出車の大型特殊が 15 台、普通・

乗合が 3 台、普通・特殊が 3 台などとなっており、貸出車に稼働率の低い車両が集中して

いる。 
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表－12 経過年数別の稼働率別保有台数                       （単位：台、日、％） 

稼働状況 
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Ｂ
÷
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使用形態 所管課使用車及び共用車 

３年未満 2 2 11 2 17 2,656 156 

３年以上５年未満  2 2 1 5 837 167 

５年以上 10 年未満 1 2 20 12 35 6,830 195 

10 年以上 15 年未満  9 20 5 34 5,424 160 

15 年以上 20 年未満  4 12 2 18 2,800 156 

20 年以上 3 16 8 1 28 2,790 100 

小 計 6 35 73 23 137 21,337 156 

構成比率  2.6 15.5 32.2 10.1 60.4   

使用形態 貸 出 車 

３年未満  1 2 1 4 601 150 

３年以上５年未満  1 2 2 5 968 194 

５年以上 10 年未満 1 6 9 2 18 2,562 142 

10 年以上 15 年未満 4 4 6 1 15 1,755 117 

15 年以上 20 年未満 2 4 1  7 402 57 

20 年以上 14 18 8 1 41 2,614 64 

小  計 21 34 28 7 90 8,902 99 

構成比率 9.3 14.9 12.3 3.1 39.6   

合  計 27 69 101 30 227 30,239 133 

構成比率 11.9 30.4 44.5 13.2 100.0   

※ 構成比率は全体 227 台に対する割合を示す。 

 

普通・特種【所管課使用車・購入】     普通・特種【所管課使用車・購入】 
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図－12 経過年数別の稼働率別保有台数 

 

経過年数別の稼働状況では、全体の平均稼働日数は 133 日/台となっているが、経過年数

によって稼働状況に大きな差が生じている。所管課使用車及び共用車（137 台）の平均稼働

日数 156 日/台に対し、貸出車（90 台）は 99 日/台と大きく下回っており、特に経過年数の

長い貸出車の低稼働が顕著となっている。 

使用形態別にみると、所管課使用車及び共用車（137 台）では、5 年以上 10 年未満が平

均稼働日数 195 日/台で最も多い、次いで 3 年以上 5 年未満が 167 日/台となっており、比

較的新しい車両の稼働率が高い傾向にある。一方、20 年以上経過した車両 28 台の平均稼

働日数は 100 日/台と低く、稼働率 10％未満が 3 台、稼働率 10％以上 50％未満が 16 台と、

稼働率 50％未満が 19 台で、20 年以上経過した車両の 67.9％を占めている。 

貸出車（90 台）の経過年数別稼働状況では、3 年以上 5 年未満の車両が平均稼働日数 194

日/台で最も多く、次いで 3 年未満 150 日/台、5 年以上 10 年未満 142 日/台となっている。 

経過年数と稼働率の関係をみると、所管課使用車及び共用車（137 台）では、5 年以上 10

年未満の車両 35 台のうち稼働率 50％以上が 32 台、10 年以上 15 年未満の車両 34 台のうち

稼働率 50％以上が 25 台と高い稼働率となっている。一方、20 年以上経過した車両 28 台で

は、稼働率 50％以上が 9 台となっており、経過年数に伴い稼働率が低下する傾向がみられ

る。 

 貸出車（90 台）では、20 年以上経過した車両 41 台のうち、稼働率 10％以上 50％未満が

18 台と最も多く、次いで稼働率 10％未満が 14 台、稼働率 50％以上が 9 台となっており、

低稼働の車両が顕著である。 

稼働率 10％未満の車両 27 台の経過年数別内訳では、20 年以上が 14 台（貸出車）で最も

多く、次いで 10 年以上 15 年未満 4 台（貸出車）、20 年以上 3 台（所管課使用車及び共用

車）、15 年以上 20 年未満 2 台（貸出車）となっており、老朽化した貸出車に稼働率の低い

車両が集中している。
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表－13(1) 維持管理費の状況【所管課使用車及び共用車】    （単位：千円、台、％） 

費目等 

 

部署 

需要費 役務費 使用料 

及び 

賃借料 
燃料費 修繕料 手数料 保険料 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

総務部 737 1,103 361 71 0 

企画財政部 643 501 378 135 0 

健康福祉部 1,046 1,147 425 158 0 

市民環境部 2,713 1,907 903 305 0 

農政部 651 687 306 114 384 

経済部 121 190 66 35 0 

建設部 2,705 612 433 143 2,065 

水道部 1,384 404 452 286 1,510 

農業委員会事務局 110 5 11 0 0 

教育委員会事務局 1,742 1,020 572 215 861 

市立病院 486 25 51 89 367 

合  計 12,338 7,601 3,958 1,551 5,187 

構成比率 35.4 21.8 11.3 4.4 14.9 

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 

 

表－13(2) 維持管理費の状況【所管課使用車及び共用車】     （単位：千円、台、％） 

費目等 

 

部署 

公課費 

（自動車重量税） 

その他 

費 用 
合 計 台 数 

１台当たり 

平均 

維持管理費 

使用形態 所管課使用車及び共用車 

総務部 156 325 2,753 7 393 

企画財政部 157 468 2,282 14 163 

健康福祉部 105 434 3,315 23 144 

市民環境部 358 234 6,420 23 279 

農政部 136 5 2,283 9 254 

経済部 41 19 472 2 236 

建設部 160 351 6,469 21 308 

水道部 150 554 4,740 10 474 

農業委員会事務局 0 0 126 1 126 

教育委員会事務局 254 308 4,972 19 262 

市立病院 50 0 1,068 8 134 

合  計 1,567 2,698 34,900 137 255 

構成比率 4.5 7.7 100.0   

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 
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図－13 維持管理費の状況【所管課使用車及び共用車】 

 

令和 6 年度における所管課使用車及び共用車（137 台）の維持管理費は、総額 34,900 千

円、1 台当たりの平均維持管理費は 255 千円となっている。費目別の内訳は、燃料費 12,338

千円（35.4％）が最も多く、次いで修繕料 7,601 千円（21.8％）、使用料及び賃借料 5,187

千円（14.9％）となっており、燃料費と修繕料の合計 19,939 千円で全体の 57.1％を占めて

いる。 

 部署別にみると、建設部が 6,469 千円（18.5％）で最も高く、次いで市民環境部が 6,420

千円（18.4％）、教育委員会事務局が 4,972 千円（14.2％）、水道部が 4,740 千円（13.6％）

となっており、上位 4 部署で合計 22,601 千円、全体の 64.7％を占めている。 

1 台当たりの平均維持管理費では、水道部が 474 千円で最も高く、全体平均 255 千円/台

の 1.86 倍となっている。次いで総務部が 393 千円/台（1.54 倍）、建設部が 308 千円/台

（1.21 倍）、市民環境部が 279 千円/台（1.09 倍）となっている。一方、農業委員会事務局

は 126 千円/台（0.49 倍）、市立病院が 134 千円（0.53 倍）、健康福祉部が 144 千円（0.56

倍）、企画財政部が 163 千円（0.64 倍）と比較的低い費用となっており、水道部と農業委員

会事務局の間には約 3.8 倍の差が生じている。 

部署別の費目別内訳では、燃料費が高額な部署は市民環境部が 2,713 千円（部署内構成

比率 42.3％）、建設部が 2,705 千円（41.8％）、教育委員会事務局が 1,742 千円（35.0％）、

水道部が 1,384 千円（29.2％）となっている。 

次に、修繕料が高額な部署は、市民環境部が 1,907 千円（29.7％）、健康福祉部が 1,147

千円（34.6％）、総務部が 1,103 千円（40.1％）、教育委員会事務局が 1,020 千円（20.5％）

となっている。 

また、使用料及び賃借料が高額な部署は、建設部が 2,065 千円（31.9％）、水道部が 1,510

千円（31.9％）、教育委員会事務局が 861 千円（17.3％）、農政部が 384 千円（16.8％）と

なっている。特に建設部と水道部は使用料及び賃借料が部署別合計の 30％以上を占めてお

り、建設部はリース料、水道部は駐車場使用料が主な要因となっている。 
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表－14(1) 維持管理費の状況【貸出車】              （単位：千円、台、％） 

費目等 

 

部署 

需要費 役務費 使用料 

及び 

賃借料 
燃料費 修繕料 手数料 保険料 

使用形態 貸 出 車 

総務部 0 0 0 0 0 

企画財政部 0 32 45 13 0 

健康福祉部 0 0 0 0 0 

市民環境部 79 21 21 18 0 

農政部 66 35 83 13 0 

経済部 0 0 0 0 0 

建設部 18,007 18,908 6,050 345 0 

水道部 0 0 0 0 0 

農業委員会事務局 0 0 0 0 0 

教育委員会事務局 12,667 6,357 189 24 0 

市立病院 0 0 0 0 0 

合  計 30,819 25,353 6,388 413 0 

構成比率 45.4 37.3 9.4 0.6 0.0 

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 

 

表－14(2) 維持管理費の状況【貸出車】                    （単位：千円、台、％） 

費目等 

 

部署 

公課費 

（自動車重量税） 

その他 

費 用 
合 計 台 数 

１台当たり

平均 

維持管理費 

使用形態 貸 出 車 

総務部 0 0 0 0 0 

企画財政部 19 0 109 1 109 

健康福祉部 0 0 0 0 0 

市民環境部 6 10 155 1 155 

農政部 38 2 237 2 119 

経済部 0 0 0 0 0 

建設部 1,580 2,815 47,705 56 852 

水道部 0 0 0 0 0 

農業委員会事務局 0 0 0 0 0 

教育委員会事務局 158 375 19,770 30 659 

市立病院 0 0 0 0 0 

合  計 1,801 3,202 67,976 90 755 

構成比率 2.6 4.7 100.0   

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 
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図－14 維持管理費の状況【貸出車】 

 

令和 6 年度における貸出車（90 台）の維持管理費は、総額 67,976 千円、1 台当たりの平

均維持管理費は 755 千円となっている。費目別の内訳は、燃料費が 30,819 千円で最も高

く、全体の 45.4％を占めている。次いで修繕料が 25,353 千円（37.3％）となっており、燃

料費と修繕料で全体の 82.7％を占めている。 

部署別では、建設部が 47,705 千円（70.2％）と最も高く、1 台当たりの平均維持管理費

が 852 千円となっており、平均 755 千円/台の 1.13 倍とっている。次いで教育委員会事務

局が 19,770 千円（29.1％）、平均 659 千円/台（0.87 倍）となっており、上位 2 部署で 99.3％

を占めている。企画財政部、市民環境部、農政部は、合計で 501 千円（0.7％）と極めて少

額となっている。 

 

     大型特殊【貸出車・購入】         普通・貨物【貸出車・購入】 
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表－15(1) 種別・用途別の維持管理費の状況           （単位：千円、台、％） 

費目等 

種別 

用途 

需用費 役務費 使用料 

及び 

賃借料 
燃料費 修繕料 手数料 保険料 

普通・乗用 3,461 1,712 928 493 3,945 

普通・貨物 5,780 3,018 1,877 267 0 

普通・乗合 10,428 7,145 376 47 0 

普通・特種 4,372 4,738 892 125 0 

小型・乗用 1,586 872 526 177 384 

小型・貨物 4,197 1,950 1,153 345 858 

軽・乗用 1,042 819 501 210 0 

軽・貨物 1,109 546 359 187 0 

大型特殊 11,182 12,154 3,734 113 0 

合  計 43,157 32,954 10,346 1,964 5,187 

構成比率 42.0 32.0 10.1 1.9 5.0 

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 

 

表－15(2) 種別・用途別の維持管理費の状況                 （単位：千円、台、％） 

費目等 

種別 

用途 

公課費 

（自動車重量税） 

その他 

費 用 
合 計 台 数 

１台当たり 

平均 

維持管理費 

普通・乗用 594 976 12,109 35 346 

普通・貨物 877 1,233 13,052 24 544 

普通・乗合 265 1 18,262 22 830 

普通・特種 887 1,178 12,192 15 813 

小型・乗用 305 469 4,319 25 173 

小型・貨物 308 338 9,149 28 327 

軽・乗用 64 349 2,985 26 115 

軽・貨物 68 208 2,477 20 124 

大型特殊 0 1,148 28,331 32 885 

合 計 3,368 5,900 102,876 227 453 

構成比率 3.3 5.7 100.0   

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 
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図－15 種別・用途別の維持管理費の状況 

 

令和 6 年度における庁用自動車（227 台）の維持管理費は、総額 102,876 千円、1 台当た

りの平均維持管理費は 453 千円となっている。 

費目別の内訳は、燃料費が 43,157 千円（42.0％）と最も高く、次いで修繕料 32,954 千

円（32.0％）、手数料 10,346 千円（10.1％）、その他費用 5,900 千円（5.7％）となってお

り、燃料費と修繕料で全体の 74.0％を占めている。 

大型特殊（32 台）の維持管理費は総額 28,331 千円（27.5％）で、費目別の内訳は、修繕

料が 12,154 千円で最も高く、次いで燃料費が 11,182 千円、手数料が 3,734 千円となって

いる。 

普通・乗合（22 台）の維持管理費は、総額 18,262 千円（17.8％）で、費目別の内訳は、

燃料費 10,428 千円が最も高く、次いで修繕料 7,145 千円となっている。 

種別・用途別の 1 台当たり平均維持管理費をみると、大型特殊が平均 885 千円/台で最も

高く、次いで普通・乗合が平均 830 千円/台、普通・特種が平均 813 千円/台、普通・貨物

が平均 544 千円/台となっている。 

費目別の維持管理費用では、大型特殊の修繕料が 12,154 千円で最も多くなっており、特

殊車両に係る修繕が高額となっている。 

また、普通・乗合では燃料費 10,428 千円が最も多く、スクールバス運行業務に係る燃料

消費の多さが顕著である。 
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表－16(1) 企画財政部の維持管理費の状況                   （単位：千円、台、％） 

費目等 

種別 

用途別 

需用費 役務費 使用料 

及び 

賃借料 
燃料費 修繕料 手数料 保険料 

 普通・乗用 908 1,525 551 212 0 

 普通・貨物 384 2,525 1,720 213 0 

 普通・乗合 157 1,683 375 47 0 

 普通・特種 0 1,050 1,034 100 0 

 小型・乗用 473 916 426 159 0 

 小型・貨物 1,538 1,417 795 206 0 

 軽・乗用 168 544 248 105 0 

 軽・貨物 537 489 236 123 0 

 大型特殊 0 7,197 3,735 112 0 

合  計 4,165 17,346 9,120 1,277 0 

構成比率 11.5 48.0 25.3 3.5 0.0 

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 

 

表－16(2) 企画財政部の維持管理費の状況                   （単位：千円、台、％） 

費目等 

種別 

用途別 

公課費 

（自動車重量税） 

その他 

費 用 
合 計 台 数 

１台当たり 

平均 

維持管理費 

 普通・乗用 334 382 3,912 15 261 

 普通・貨物 818 46 5,706 12 476 

 普通・乗合 265 1 2,528 5 506 

 普通・特種 1,099 0 3,283 11 298 

 小型・乗用 280 242 2,496 18 139 

 小型・貨物 209 245 4,410 19 232 

 軽・乗用 37 52 1,154 10 115 

 軽・貨物 48 126 1,559 9 173 

 大型特殊 0 70 11,114 32 347 

合  計 3,090 1,164 36,162 131 276 

構成比率 8.5 3.2 100.0   

※ 維持管理費用は令和６年度の値である。 

※ 本集計は、財政課が支出している庁用自動車に係る費用を対象としており、表－15 に

記載した費用の内数である。 

※ 財政課が支出している庁用自動車の台数は、燃料費と車検等の修繕費用とで対象車両

が異なるため、本集計における台数は、車検等の修繕費用を支出している台数（131 台）

を記載した。 
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図－16 企画財政部の維持管理費の状況 

 

企画財政部（財政課）が令和 6 年度に支出している庁用自動車 131 台の維持管理費は、

総額 36,162 千円、1 台当たり平均は 276 千円となっており、全 227 台のうち 57.7％の車両

が企画財政部で支出している車両となっている。 

費目別の内訳は、修繕料が 17,346 千円で最も高く、全体の 48.0％を占めている。次いで

手数料が 9,120 千円（25.3％）、燃料費が 4,165 千円（11.5％）、公課費が 3,090 千円（8.5％）

となっている。 

種別・用途別の 1 台当たり平均維持管理費をみると、普通・乗合が平均 506 千円/台と最

も高く、次いで普通・貨物が平均 476 千円/台、大型特殊が平均 347 千円/台、普通・特種

が平均 298 千円/台、普通・乗用が平均 261 千円/台となっている。 

種別・用途別の費目別内訳では、台数が最も多い大型特殊（32 台）で総額 11,114 千円

（1 台当たり平均 347 千円）であり、修繕料 7,197 千円が最も多く、次いで手数料が 3,735

千円となっている。台数が少ない普通・乗合（5 台）で総額 2,528 千円（平均 506 千円/台）

であり、修繕料が 1,683 千円で最も多く、燃料費は 157 千円にとどまっている。普通・貨

物（12 台）は総額 5,706 千円（平均 476 千円/台）で、修繕料が 2,525 千円で最も多く、次

いで手数料が 1,720 千円となっている。 

企画財政部が支出している 131 台の維持管理費は、修繕料と手数料で全体の 73.2％を占

めており、継続検査（車検）や定期点検等の法定点検に係る費用が中心となっている。 
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表－17 稼働率（稼働時間）別保有台数【所管課使用車及び共用車】 

    （単位：台、時間、％） 

稼働 

状況 
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使用形態  所管課使用車及び共用車 

総務部 2 4 1   7 1,941 277.3 14.7 2.5 

企画財政部 4 5 5   14 5,582 398.7 21.2 3.0 

健康福祉部 2 12 9   23 11,213 487.5 25.9 2.9 

市民環境部 4 11 4 4  23 12,384 538.4 28.6 3.6 

農政部 1 7 1   9 3,605 400.6 21.3 2.7 

経済部  2    2 645 322.5 17.1 2.3 

建設部 1 13 3 4  21 11,659 555.2 29.5 3.1 

水道部 3 2 2 2 1 10 6,861 686.1 36.4 5.6 

農業委員会事務局  1    1 510 510.0 27.1 2.6 

教育委員会事務局  11 6  2 19 11,681 614.8 32.7 3.4 

市立病院 3 5    8 2,257 282.1 15.0 2.0 

合   計 20 73 31 10 3 137 68,338 498.8 26.5 3.2 

構成比率 14.6 53.3 22.6 7.3 2.2 100.0     

※ 年間稼働時間は、各車両の運転日誌に記載されている運転時間を集計したものである。 

※ 稼働率は、庁用自動車が使用可能な時間（年間開庁日 243 日×勤務時間 7.75 時間＝

1,883 時間）を分母として算出している。 

※ １日当たり平均稼働時間Ｅの算出方法は下記のとおりである。 

１台当たり平均年間稼働時間Ｃ÷１台当たりの平均稼働日数Ｃ（表－８） 
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図－17 稼働率（稼働時間）別保有台数【所管課使用車及び共用車】 

 

令和 6 年度における所管課使用車及び共用車（137 台）の稼働状況を稼働時間でみると、

年間総稼働時間は 68,338 時間、1 台当たり平均年間稼働時間は 498.8 時間、1 台当たりの

平均稼働率が 26.5％となっている。 

稼働率別にみると、稼働率 10％以上 30％未満が 73 台（53.3％）で最も多く、次いで稼

働率 30％以上 50％未満が 31 台（22.6％）、稼働率 10％未満が 20 台（14.6％）、稼働率 50％

以上 90％未満が 10 台（7.3％）、稼働率 90％以上が 3 台（2.2％）となっている。表－８で

確認された稼働日数ベースの稼働率（稼働率 50％以上が 96 台、70.1％）と比較すると、稼

働時間ベースでは稼働率 50％以上が 13 台（9.5％）と極端に低い割合となっており、稼働

日における使用時間が短いことが確認できる。 

部署別の 1 台当たり平均年間稼働時間では、水道部が 686.1 時間と最も多く、次いで教

育委員会事務局が 614.8 時間、建設部が 555.2 時間、市民環境部が 538.4 時間、農業委員

会事務局が 510.0 時間となっている。 

また、1 日当たりの稼働時間（1 台当たり平均年間稼働時間÷1 台当たり平均稼働日数）

をみると、水道部は 1 日当たり 5.6 時間、教育委員会事務局が 3.4 時間、建設部が 3.1 時

間、市民環境部が 3.6 時間、農業委員会事務局が 2.6 時間となり、水道部の 1 日当たりの

運転時間が突出して高い使用実態となっている。一方、総務部は 1 台当たり平均年間稼働

時間が 277.3 時間で、1 日当たり 2.5 時間、市立病院が 282.1 時間（2.0 時間）、経済部が

322.5 時間（2.3 時間）と稼働時間が短い傾向にある。 
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イ 安全対策の状況 

(ｱ) 安全運転管理者等の選任状況 

       自動車の使用者は、道路交通法第 74 条の 3 第 1 項により、一定台数以上の自

動車を使用する場合、自動車の使用の本拠ごとに自動車の安全な運転に必要な

業務を行わせる安全運転管理者を選任しなければならない。また、安全運転管

理者の業務を補助させるため、一定台数以上の自動車を使用する本拠ごとに、

副安全運転管理者を選任しなければならない。 

        安全運転管理者の業務は、道路交通法施行規則第 9 条の 10 各号に掲げる業務

とされている。令和 6 年度末現在、本市における安全運転管理者及び副安全運

転管理者の選任状況は、安全運転管理者 8 名、副安全運転管理者が 1 名となっ

ている。 

表－18 安全運転管理者及び副安全運転管理者の選任状況 

自動車の使用の本拠 安全運転管理者 副安全運転管理者 

本 庁 
岩見沢市役所 

ほか 

秘書課長  

財政課長  

高齢介護課長  

廃棄物対策課長  

土木課長 道路維持係長 

建築課長  

水道課長  

教育委員会事務局 であえーる岩見沢 学校教育課長  

 

(ｲ) 安全運転管理者等講習 

道路交通法第 74 条の 3 第 9 項により、安全運転管理者等は公安委員会が実施

する講習を受講しなければならない。令和 6 年度において選任された安全運転

管理者等については、職員課による聞き取りや安全運転管理者等講習修了証書

により、当該講習を受講していることを確認した。 

(ｳ) 車両の点検及び整備状況 

a 日常点検  

            庁用自動車を職員が使用する際は、全車両でアルコールチェック等を実施し

ていることを確認した。 

また、運行前にはドライブレコーダー及びブレーキ・ペダル、車体、タイヤ

等の点検を行い、日常点検表に記録していることを確認するとともに、運行後

の点検についても、同点検表により確認した。 

b 法定点検 

継続検査（車検）及び定期点検については、各部署において適正に業者に依 

頼し実施していることを確認した。 

また、除排雪機械等の大型特殊車両についても、同様に適正に業者に依頼し

実施していることを確認した。 
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(ｴ) 事故発生件数 

表－19 部署別の事故発生件数                    （単位：件、％） 

    年 度 

部 署 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 合  計 構成比率 

総務部    0 0.0 

企画財政部    0 0.0 

健康福祉部 1  1 2 9.1 

市民環境部 2 3 5 10 45.5 

農政部  2  2 9.1 

経済部    0 0.0 

建設部 2 1  3 13.6 

水道部 2   2 9.1 

農業委員会事務局    0 0.0 

教育委員会事務局 1  1 2 9.1 

市立病院   1 1 4.5 

合  計 8 6 8 22 100.0 

構成比率 36.4 27.2 36.4 100.0  

※ 事故発生件数は、事故の種別で分類しているため、1 件の事故であっても複数件として

記載している。 

 

(ｵ) 事故の発生状況 

表－20 事故の種別、自損事故の状況、市側の過失割合       （単位：件、％） 

年 度 

区 分 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 合  計 構成比率 

事故の種別      

人身事故  1 1 2 9.0 

物損事故 5 2 3 10 45.5 

  車両事故 3 3 4 10 45.5 

合  計 8 6 8 22 100.0 

自損事故の状況      

自損事故 2 2 3 7 31.8 

自損事故以外 6 4 5 15 68.2 

合  計 8 6 8 22 100.0 

 市側の過失割合      

50％未満 4 1 2 7 31.8 

50％を超える 4 5 6 15 68.2 

合  計 8 6 8 22 100.0 
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表－21 事故の発生場所及び発生時間帯                  （単位：件、％） 

年 度 

区 分 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 合  計 構成比率 

事故の発生場所      

公 道（走行中） 4 2 3 9 40.9 

公 道（停車中）    0 0.0 

駐車場（車庫を含む） 2 3 4 9 40.9 

その他（不明） 2 1 1 4 18.2 

合  計 8 6 8 22 100.0 

事故の発生時間帯      

午前 

（12:00 まで） 
3 1 4 8 36.4 

午後 

（12:00～18:00） 
4 4 3 11 50.0 

夕方以降 

（18:00 以降） 
   0 0.00 

その他（不明） 1 1 1 3 13.6 

合  計 8 6 8 22 100.0 

 

表－22 運転手の年代及び勤務体系                  （単位：件、％） 

年 度 

区 分 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 合 計 構成比率 

運転手の年代      

10 代    0 0.0 

 20 代  2 2 4 18.2 

 30 代   1 1 4.6 

 40 代  2 1 3 13.6 

 50 代 1 1  2 9.1 

 60 代 6  3 9 40.9 

その他（不明） 1 1 1 3 13.6 

合  計 8 6 8 22 100.0 

運転手の勤務体系      

職員  5 5 10 45.5 

会計年度任用職員 7  2 9 40.9 

その他（不明） 1 1 1 3 13.6 

合  計 8 6 8 22 100.0 
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    図－18(1) 事故種別件数         図－18(2) 事故の発生場所件数 

 

 

図－18(3) 運転手の年代別人数 

 

令和 4 年度から令和 6 年度までの 3 年間における事故発生件数は合計 22 件であり、年度

別では令和 4 年度が 8 件（36.4％）、令和 5 年度が 6 件（27.2％）、令和 6 年度が 8 件（36.4％）

となっている。部署別では、市民環境部が 10 件で最も多く、全体の 45.5％を占めている。

次いで建設部が 3 件（13.6％）、健康福祉部が 2 件（9.1％）、農政部が 2 件（9.1％）、水道

部 2 件（9.1％）、教育委員会事務局 2 件（9.1％）となっている。 

事故の種別では、物損事故 10 件（45.5％）と車両事故 10 件（45.5％）が同数であり、

人身事故が 2 件（9.0％）となっている。自損事故の状況では、自損事故が 7 件（31.8％）

あり、自損事故以外が 15 件（68.2％）となっている。市側の過失割合では、50％を超える

ものが 15 件（68.2％）となっている。 

事故の発生場所では、公道（走行中）が 9 件（40.9％）、駐車場（車庫を含む）が 9 件

（40.9％）と同数となっており、駐車場での事故も多い状況となっている。 

発生時間帯では、午後（12:00～18:00）が 11 件（50.0％）で最も多く、次いで午前（12:00

まで）が 8 件（36.4％）となっている。 

運転手の年齢別では、60 代が 9 件（40.9％）で最も多く、次いで 20 代が 4 件（18.2％）

となっている。勤務体系別では、職員が 10 件（45.5％）と会計年度任用職員が 9 件（40.9％）

とほぼ同じ割合であった。 
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その他 3人
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(2) まとめ 

ア 庁用自動車は適正に管理されているか 

(ｱ) 庁用自動車の保有状況は適正なものとなっているか 

令和 6 年度末現在、本市が保有する庁用自動車は 227 台であり、部署別では、

建設部が 77 台で最も多く、次いで教育委員会事務局が 49 台、市民環境部が 24

台、健康福祉部が 23 台となっており、業務体制及び業務内容に応じた配置とな

っている。 

使用形態別の保有状況では、所管課使用車及び共用車が 137 台、貸出車が 90

台となっており、貸出車が全体の 39.6％を占めている。 

貸出車については、その業務の特性上、業務で使用する車両を市が保有しな

ければならないと認識するところではあるが、貸出車のうち 20 年以上経過した

車両が 41 台と老朽化が顕著となっている。 

動力源別の保有状況では、ガソリン車及び軽油車が96.4％を占め、次世代自

動車であるハイブリッド車等は8台と全体の3.5％となっている。 

また、購入による車両の取得が214台で全体の94.3％を占め、リース車による

取得は10台と限定的となっている。 

今後においても車両の稼働状況を踏まえ必要性及び費用対効果について十分

な検証を行うとともに、老朽化による故障の頻度、財政状況等を考慮しながら、

将来的な業務量を勘案し、庁用自動車の適正配置となるよう計画的な更新・廃

車等の検討を行うことが必要である。 

また、車両更新の際には、岩見沢市地球温暖化防止実行計画に基づき、次世

代自動車の導入について、さらなる検討を進められたい。 

 

(ｲ) 庁用自動車が効率的に使用されているか 

今回の監査では、部署別の平均稼働率を稼働日数と稼働時間の2種類で算出し

ている。その結果、所管課使用車及び共用車（137台）における平均稼働率（日）

で、農業委員会事務局が82.3％で最も高く、次いで教育委員会事務局が75.3％、

建設部が73.7％となっている。 

それに対して、平均稼働率（時間）では、水道部が36.4％で最も高く、次いで

教育委員会事務局が32.7％、建設部が29.5％となっており、平均稼働率（日）

50.6％で10番目の水道部が最も高い稼働率（時間）という結果となった。 

このように日数及び時間による平均稼働率の関係をみると、日数での稼働率

では稼働率50％以上の車両が96台であるのに対し、時間での稼働率では、稼働

率50％以上の車両が13台と極端に少なくなっている。 

また、所管課使用車及び共用車で稼働率（日）10％未満の車両が6台、稼働率

（時間）10％未満の車両が20台となっている。 

庁用自動車の効率的な運用に向けて、部署内・部署間で稼働率に差がみられ

ることから、今後においても車両の稼働状況の把握・分析に努めるとともに、

企画財政部においては共用車の増強を検討し、各部署においても、所管課使用

車から共用車への配置替え等について積極的に検討されたい。 
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(ｳ) 庁用自動車の運行管理は適切に行われているか 

岩見沢市庁用自動車運行管理規程（以下「管理規程」という。）に基づき、運

行管理組織が構築され、庁用自動車の運行管理が行われていた。 

また、道路交通法第 74 条の 3 第 1 項に基づく安全運転管理者等選任について

は、安全運転管理者 8 名及び副安全運転管理者 1 名が適正に選任されていたほ

か、北海道公安委員会主催の講習を受講するなど、法令遵守の姿勢を確認する

ことができた。 

日常の運行管理については、管理規程に基づく運転日誌により運行状況が記

録されているとともに、運行前・運行後のアルコールチェックも徹底されてお

り、概ね適正に管理されていると認められるが、一部においては、運転日誌の

記録に誤記等の事例があったことから、管理規程に基づく適正な運行管理に努

められたい。 

 

(ｴ) 庁用自動車の維持管理費は適切に支出されているか 

保有台数 227 台のうち、企画財政部予算で管理する台数は 131 台（構成比率

57.7％）であり、残りが各部署で保有する車両やリース車となっている。 

庁用自動車の令和 6 年度維持管理費が年間 102,876 千円となっており、年数

の経過に伴い維持管理費の負担が大きくなることから、一層の経費節減に努め

られたい。 

なお、自動車損害保険については、低廉な（公益社団法人）全国市有物件災

害共済会の自動車損害共済に加入し、経費節減に努めている。 

 

イ 庁用自動車における安全対策の状況 

(ｱ) 法令等に基づく定期点検・整備等は適切に行われているか 

庁用自動車の日常点検については、道路運送車両法第 47 条の 2 の規定により

実施が義務付けられている。本市の日常点検は、日常点検表により点検を行い、

運転日誌とともに運行管理責任者及び運行管理者が確認する体制が整えられて

いる。 

日頃から庁用自動車を適正に管理することは、故障の未然防止及び経済性の

向上、安全運転にもつながる。しかし、一部において、日常点検の未実施や点

検表への点検結果の記入漏れが見受けられたことから、日常点検（運行前・運

行後）に当たっては、日常点検表による適切な点検と記録を行い、日頃から車

両の適正な維持管理に努められたい。 

また、継続検査（車検）等については、全庁ポータル内に「車検に係る事務の

流れ」及び「法定点検に係る事務の流れ」等を掲載し、職員へ周知している。 

企画財政部で車両情報を一括管理している車両については車検等を実施する

際に、所管部署に対して車検の通知を行い、有効期限切れが発生しないよう車

両管理を徹底している。 

今後においても、車検有効期限が経過した庁用自動車を運転することのない

よう、引き続き車検有効期限等の車両管理を徹底されたい。 



４０ 

(ｲ) 事故防止・交通安全対策は行われているか 

道路交通法施行規則の改正により、安全運転管理者の業務として、運転者の

酒気帯びの有無を確認することが義務付けられた。具体的には、令和 4 年 4 月

1 日から目視等による確認が、令和 4 年 10 月 1 日からアルコール検知器を用い

た確認が実施することとされた。これを受け、本市では「酒気帯びの有無の確

認及び記録の保存に関するガイドライン」により、当該業務を運行管理者が実

施することとしている。しかし、酒気帯びの有無の確認について、一部で未実

施又は目視のみによる確認の事例が認められ、ガイドラインに沿った確認が徹

底されていない状況が見受けられた。 

運行管理者においては、法令及び市のガイドラインに基づき、運行前・運行後

のアルコール検知器による確認を徹底するとともに、確認結果の記録及び保存を

確実に行い、適切な運行管理業務に努められたい。 

また、交通安全対策については、全庁ポータル内に「安全運転について」を掲

載しているほか、同じく全庁ポータル内に職員課から「安全運転の励行について」

を年 4 回掲載し、職員への安全運転の意識高揚を図っている。 

今後においても、職員への安全運転等の周知を徹底し、交通事故防止に努めら

れたい。 

 

ウ 総括 

本市における庁用自動車の運行管理状況及び安全対策について監査を実施した

結果、庁用自動車全体で 227 台あり、そのうち特定業務に特化した貸出車を 90 台

保有しており、業務上の必要性に応じた配置となっていることを確認した。 

また、法令等に基づく定期点検・整備等も適切に行われ、道路交通法に基づく安

全運転管理者等の選任及び運行前・運行後の日常点検、アルコールチェック等も適

正に実施されており、各部署における管理体制は整備されている。 

しかしながら、稼働状況を詳細に分析すると、稼働日数ベースでは平均稼働率

54.7％、平均稼働日数 133 日であるが、稼働時間ベースでは平均稼働率が 26.5％

となっており、稼働日における使用時間が比較的短いことが確認できた。稼働率（日）

10％未満の車両も 27 台存在しており、除排雪機械等の季節的使用車両を除いても、

効率的な運用には課題が残る。 

庁用自動車は、市民サービスに欠くことのできない重要な移動手段である。今後、

導入を予定している運転日誌の電子化により各車両の稼働状況を正確に把握でき、

より詳細な稼働状況の分析が可能となることから、稼働率の低い車両の統廃合や共

用車の活用促進等について積極的に検討を進め、庁用自動車の適正配置と効率的な

運用が図られることを期待するものである。 

また、令和 4 年度から令和 6 年度までの 3 年間で 22 件の交通事故が発生し、そ

のうち人身事故が 2 件発生していることから、全庁を挙げて交通安全対策の一層の

強化が求められる。交通事故防止に向けて、運転時における安全確認の徹底及び全

職員への交通安全意識の啓発など、継続的な交通安全対策が行われることで、交通

事故が発生しないことを切に願う。 
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資料 

 

岩見沢市庁用自動車運行管理規程 

（目的） 

第１条 この規程は、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「車両法」という。）

及び道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号。以下「道交法」という。）の規定に基づき、

市の所有する自動車、原動機付自転車及び賃貸借自動車（以下「庁用自動車」という。）

の適正な管理と安全運転の確保を図ることを目的とする。 

（庁用自動車の管理） 

第２条 庁用自動車の取得、配車、格納、修理（自動車検査を含む。以下同じ。）及び処分

の総括に関する事務は、財産管理を所管する財政課長（市立総合病院並びに水道部局に

あっては、それぞれの財産管理を所管する課長とする。以下同じ。）が行うものとする。 

２ 庁用自動車の運行及び保管管理は、運行管理者が行うものとする。 

（運行管理組織） 

第３条 庁用自動車の運行及び安全運転を確保するため、次の各号に掲げる組織を置く。 

(1) 総括安全運転管理者 

(2) 運行管理責任者 

(3) 運行管理者 

(4) 運行管理主任 

(5) 安全運転管理者 

(6) 副安全運転管理者 

(7) 整備管理者 

（総括安全運転管理者） 

第４条 総括安全運転管理者は、総務担当の副市長をもって充てる。 

２ 総括安全運転管理者は、庁用自動車の運行及び安全運転に関する総括管理を行うもの

とする。 

（運行管理責任者） 

第５条 庁用自動車を配置されている部（岩見沢市事務分掌条例（昭和 45 年条例第 36 号）

に掲げる部及びこれに準ずる組織をいう。以下同じ。）に運行管理責任者を置く。 

２ 運行管理責任者は、部長の職にある者をもって充てる。 

３ 運行管理責任者は、部内の庁用自動車の運行及び安全運転の確保に努めるとともに、

第 3条第 3号から第 7号に掲げる者に対する安全運転に係る指導監督を行うものとする。 

（運行管理者及び運行管理主任） 

第６条 庁用自動車を配置されている課（岩見沢市事務分掌条例施行規則（昭和 53 年規則

第 35 号）に掲げる課及びこれに準ずる組織をいう。以下同じ。）に運行管理者及び運行

管理主任を置く。 

２ 運行管理者は、課長の職にある者をもって充てる。 

３ 運行管理者は、庁用自動車の適正な維持、保管及び管理に努めるとともに運行結果を

常によくは握し、庁用自動車を運転する者（以下「運転者」という。）に対して、庁用自

動車の運行に関し、必要な指導監督を行うものとする。 
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４ 運行管理主任は、運行管理者が指名するものとする。 

５ 運行管理主任は、庁用自動車の運行に関し、運行管理者を補助するものとする。 

（安全運転管理者、副安全運転管理者） 

第７条 道路交通法施行規則（昭和 35 年総理府令第 60 号）第 9 条の 8 第 1 項に定める台

数以上の庁用自動車が配置されている課に道交法第 74 条の 2 第 1 項に規定する安全運

転管理者を置く。 

２ 道路交通法施行規則第 9 条の 8 第 2 項に定める台数以上の庁用自動車が配置されてい

る課に道交法第 74 条の 2 第 4 項に規定する副安全運転管理者を置く。 

３ 安全運転管理者及び副安全運転管理者は、運行管理責任者が所属の職員のうちから選

任するものとする。 

４ 運行管理責任者は、前項の規定により安全運転管理者及び副安全運転管理者を選任し

たときは、道交法第 74 条の 2 第 5 項の規定に基づく届出をするとともに、その旨を直ち

に総務部長に報告するものとする。 

５ 安全運転管理者は、上司の命を受け道路交通法施行規則第 9 条の 10 に規定する事項を

処理するものとする。 

６ 副安全運転管理者は、安全運転管理者の業務を補助するものとする。 

（整備管理者） 

第８条 車両法第 50 条第 1 項に規定する自動車の使用の本拠を課とし、同条に規定する整

備管理者を置く。 

２ 整備管理者は、運行管理責任者が所属職員のうちから車両法施行規則第 31 条の 4 の規

定に定める資格を有する者のうちから選任するものとする。 

３ 運行管理責任者は、前項の規定により整備管理者を選任したときは、車両法第 52 条の

規定に基づく届出をするとともに、その旨を直ちに総務部長に報告するものとする。 

４ 整備管理者は、上司の命を受け車両法第 50 条第 1 項に規定する事項のほか運行管理者

の指示する事項を処理するものとする。 

（運転者の指定） 

第９条 運行管理者は、各庁用自動車ごとに運転を担当する運転者を指定するものとする。 

２ 運行管理者は、前項の運転者を指定したときは、直ちに職員課長及び財政課長に通知

しなければならない。 

（運転者の遵守事項） 

第 10 条 運転者は、常に交通関係法令等の遵守と研さんに努めるとともに、交通に関する

各種研修会等に積極的に参加し、交通事故の防止に最善をつくすものとする。 

２ 運転者は、常に庁用自動車を清掃し、運行終了後は、庁用自動車を点検し、定められ

た保管場所に格納するとともに庁用自動車の鍵を運行管理者又は運行管理者が指定する

職員に引き継がなければならない。 

（集中管理） 

第 11 条 庁用自動車のうち乗用自動車（特定業務のため課に専用を認められているものを

除く。）は、総務部秘書課において集中管理を行うものとする。 

２ 前項の庁用自動車を使用するときは、口頭又は文書をもって秘書課長に申し出なけれ

ばならない。 
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（庁用自動車の修理） 

第 12 条 整備管理者及び運転者は、自動車に修理の必要が生じたときは、運行管理主任に

連絡するとともに財政課長の指定する者に申し出て修理について、指示を受けるものと

する。 

２ 前項の修理を行ったときは、運行管理主任又は整備管理者は、配車及び整備台帳（様

式第 1 号）により報告しなければならない。 

（運転日誌） 

第 13 条 運転者は、毎日の運行状況を運転日誌（様式第 2 号）に記録し報告しなければな

らない。 

（事故の措置） 

第 14 条 運転者は、交通事故が発生したときは、法令に定められた措置を講ずるほか、直

ちに運行管理者及び安全運転管理者に報告し、その指示を受けなければならない。 

２ 前項の報告を受けた運行管理者は、直ちに事故の概要を総務部長に報告するとともに

事故発生より 3 日以内に事故報告書(様式第 3 号)を提出しなければならない。 

３ 前各項に定めるもののほか、交通事故の処理に関し必要な事項は、市長が定める。 

（使用の責任と賠償） 

第 15 条 庁用自動車を損傷したときは、運転者はその責を負わなければならない。ただし、

その損傷が不可抗力によるものと認められたときは、この限りでない。 

２ 庁用自動車を損傷させたときの賠償については、その都度市長が定める。 

（補則） 

第 16 条 この規程に定めるもののほか、庁用自動車の管理及び安全運転に関し、必要な事

項は、市長が別に定めるものとする。 

 

道路交通法（抜粋） 

（安全運転管理者等） 

第七十四条の三 自動車の使用者（道路運送法の規定による自動車運送事業者（貨物自動

車運送事業法（平成元年法律第八十三号）の規定による貨物軽自動車運送事業を経営す

る者を除く。以下同じ。）、貨物利用運送事業法の規定による第二種貨物利用運送事業

を経営する者及び道路運送法第七十九条の規定による登録を受けた者を除く。以下この

条において同じ。）は、内閣府令で定める台数以上の自動車の使用の本拠ごとに、年

齢、自動車の運転の管理の経験その他について内閣府令で定める要件を備える者のうち

から、次項の業務を行う者として、安全運転管理者を選任しなければならない。 

２ 安全運転管理者は、自動車の安全な運転を確保するために必要な当該使用者の業務に

従事する運転者に対して行う交通安全教育その他自動車の安全な運転に必要な業務（自

動車の装置の整備に関する業務を除く。第七十五条の二の二第一項において同じ。）で

内閣府令で定めるものを行わなければならない。 

［略］ 

４ 自動車の使用者は、安全運転管理者の業務を補助させるため、内閣府令で定める台数

以上の自動車を使用する本拠ごとに、年齢、自動車の運転の経験その他について内閣府

令で定める要件を備える者のうちから、内閣府令で定めるところにより、副安全運転管
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理者を選任しなければならない。 

［略］ 

９ 自動車の使用者は、公安委員会からその選任に係る安全運転管理者等について第百八

条の二第一項第一号に掲げる講習を行う旨の通知を受けたときは、当該安全運転管理者

等に当該講習を受けさせなければならない。 

 

道路交通法施行規則（抜粋） 

第九条の八 法第七十四条の三第一項の内閣府令で定める台数は、乗車定員が十一人以上

の自動車にあっては一台、その他の自動車にあっては五台とする。 

２ 法第七十四条の三第四項の内閣府令で定める台数は、二十台とする。 

３ 前二項及び第九条の十一の台数を計算する場合においては、大型自動二輪車一台又は

普通自動二輪車一台は、それぞれ〇・五台として計算するものとする。 

 （安全運転管理者の業務） 

第九条の十 法第七十四条の三第二項の内閣府令で定める業務は、次に掲げるとおりとす

る。 

一 自動車の運転に関する運転者の適性、技能及び知識並びに法及び法に基づく命令の規

定並びに法の規定に基づく処分の運転者による遵守の状況を把握するための措置を講ず

ること。 

二 法第二十二条の二第一項に規定する最高速度違反行為、法第五十八条の三第一項に規

定する過積載をして自動車を運転する行為、法第六十六条の二第一項に規定する過労運

転及び法第七十五条第一項第七号に掲げる行為の防止その他安全な運転の確保に留意し

て、自動車の運行計画を作成すること。 

三 運転者が長距離の運転又は夜間の運転に従事する場合であつて、疲労等により安全な

運転を継続することができないおそれがあるときは、あらかじめ、交替するための運転

者を配置すること。 

四 異常な気象、天災その他の理由により、安全な運転の確保に支障が生ずるおそれがあ

るときは、運転者に対する必要な指示その他安全な運転の確保を図るための措置を講ず

ること。 

五 運転しようとする運転者に対して点呼を行う等により、道路運送車両法第四十七条の

二第二項の規定により当該運転者が行わなければならないこととされている自動車の点

検の実施及び過労、病気その他の理由により正常な運転をすることができないおそれの

有無を確認し、安全な運転を確保するために必要な指示を与えること。 

六 運転しようとする運転者及び運転を終了した運転者に対し、酒気帯びの有無について、

当該運転者の状態を目視等で確認するほか、アルコール検知器（呼気に含まれるアルコ

ールを検知する機器であつて、国家公安委員会が定めるものをいう。次号において同じ。）

を用いて確認を行うこと。 

七 前号の規定による確認の内容を記録し、及びその記録を一年間保存し、並びにアルコ

ール検知器を常時有効に保持すること。 

八 運転者名、運転の開始及び終了の日時、運転した距離その他自動車の運転の状況を把

握するため必要な事項を記録する日誌を備え付け、運転を終了した運転者に記録させる
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こと。 

九 運転者に対し、自動車の運転に関する技能、知識その他安全な運転を確保するため必

要な事項について指導を行うこと（法第七十四条の三第二項に規定する交通安全教育を

行うことを除く。）。 

（副安全運転管理者の人数） 

第九条の十一 法第七十四条の三第四項の規定による選任は、次の表の上欄に掲げる自動

車の台数に応じ、同表の下欄に掲げる人数以上の副安全運転管理者を選任して行うもの

とする。 

自動車の台数 人数 

二十台以上四十台未満 一人 

四十台以上 
一人に四十台以上二十台までを超えるごとに一人を

加算して得た人数 

 



  



議長報告第１５号  

 

令和７年度財政援助団体等監査の結果に関する  

報告について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



 

 

岩 監 第 ８ ２ 号 

令和 ８ 年 ３ 月２３日 

 

 

岩見沢市議会 

議 長  峯   泰 教 様 

 

 

 

 

岩見沢市監査委員 畑 瀬 正 美    

岩見沢市監査委員 篠 原 藤 雄    

岩見沢市監査委員 日 向 清 一    

 

 

令和７年度財政援助団体等監査の結果に関する報告の提出について 

 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき、財政援助団体等（公の施設の指定管

理者）監査を実施しましたので、同条第９項の規定により、その結果に関する報告を

別紙のとおり提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

令和７年度 財政援助団体等監査報告書 

 

令和７年度財政援助団体等監査の実施結果について、以下のとおり報告する。 

なお、監査の実施に当たっては、岩見沢市監査基準（令和 2年 3月 24日監査委員告示第 1 

 号）に準拠した。 

 

１ 監査の種類    

財政援助団体等（公の施設の指定管理者）監査 

   

２ 監査の対象  

  次に掲げる公の施設の指定管理者及びその所管部局を対象とした。 

No 施 設 名 
公の施設の 

指定管理者 
所管部局 監査の方法 

1 幌達布地区自治会館 
北村地区 

町会連絡協議会 
市民環境部 北村支所 書面監査 

2 岐阜地区集会所 
岐阜地域集落センター 

運営委員会 
市民環境部 栗沢支所 書面監査 

3 
公設道央地方卸売市

場 
株式会社 岩三 経済部 商工労政課 

書面監査 

管理状況調査 

 

３ 監査の着眼点 

全国都市監査委員会で定めた「監査等の着眼点」中、「第５節 財政援助団体等監査の着眼点

４ 公の施設の指定管理者監査」で示された事項を着眼点として監査を実施した。 

また、経済性・効率性・有効性（3E）の観点から事務事業の効率や効果等を検証した。 

 

４ 監査の実施内容 

(1) 監査の範囲 

   公の施設の指定管理者業務に係る指定管理者の選定・指定に関する事務、令和６年度にお 

ける公の施設の管理運営に関する事務及び出納その他の事務。 

(2) 監査の方法 

関係書類により、指定管理者の選定及び指定に関する事務、令和６年度における公の施設

の管理事務等を監査し、指定管理者に対しては、施設の帳簿書類等の書面監査及び施設の管

理状況について調査した。 

なお、疑義の生じた事項については、その都度担当職員に、指定管理者に対しては書面監

査及び現場実査において担当者に説明を求め実施した。 

 

 

 

1 



５ 監査の実施場所及び実施期間 

(1) 実施場所 

ア 岩見沢市役所監査委員室（No.1及び No.2） 

イ 岩見沢市役所監査委員室及び施設（No.3） 

（2） 実施期間  令和７年１２月１２日から令和８年２月２０日まで 

    

６ 監査の結果 

今回の監査は、前記５に掲げる事務が、関係法令、条例及び協定書等に基づき適正に執行 

されているかどうかについて実施した。実施にあたっては、岩見沢市監査基準に基づき、前 

記４の着眼点を基本として、所管部局に対しては、あらかじめ提出を求めた監査資料及び関 

係書類により指定管理者の選定・指定に関する事務、令和６年度における公の施設の管理運 

営に関する事務等を監査した。指定管理者に対しては、提出を求めた施設の帳簿書類等の書 

面監査を実施するとともに、施設の管理状況について実査を行い、さらに各々の関係職員か 

ら説明を受けた。 

監査の結果、前記の事務は、いずれも関係法令等及び管理業務に関する協定書に基づき適 

正に処理され、また、公の施設は適正に管理されているものと認められた。 

なお、事務処理上の定例軽易な留意事項については、直接担当職員より説明を受けながら 

指導したので省略する。 

 

７ 管理状況 

（1） 幌達布地区自治会館 

ア 設置条例  岩見沢市地区集会所条例 

イ 選定方法  非公募 

ウ 指定期間  令和 5年 4月 1日から令和 10年 3月 31日まで（5年間） 

エ 委 託 料  720,000円（令和 6年度） 

オ 利用料金  104,600円（  〃  ） 

カ 利用状況   1,956人（  〃  ） 

 

（2） 岐阜地区集会所 

ア 設置条例  岩見沢市地区集会所条例 

イ 選定方法  非公募 

ウ 指定期間  令和 6年 4月 1日から令和 11年 3月 31日まで（5年間） 

エ 委 託 料  350,000円（令和 6年度） 

オ 利用料金   18,250円（  〃  ） 

カ 利用状況     345人（  〃  ） 

 

（3） 公設道央地方卸売市場 

ア 設置条例  岩見沢市公設卸売市場条例 

イ 選定方法  非公募 

ウ 指定期間  令和 3年 4月 1日から令和 8年 3月 31日まで（5年間） 

エ 委 託 料  30,000,000円（令和 6年度） 

オ 利用料金       0円（  〃  ） 

カ 利用状況       0人（  〃  ） 
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議長報告第１６号  

 

例月現金出納検査の結果に関する報告について  

（令和７年度１、２、３、４月分、令和８年度４月分）  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  















































































議長報告第１７号  

 

令和７年度一般財団法人岩見沢振興公社の  

決算報告書の提出について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



                                             岩 財 第 ４ ９ 号 

令和８年５月２９日  

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯    泰  教   様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

令和７年度決算報告書の提出について  

 

一般財団法人岩見沢振興公社の令和７年度決算に関する書類を地方自治法

第２４３条の３第２項の規定により提出する。  

 

 

 

 



  



令和７年度

事　業　報　告　書

決　算　報　告　書

一般財団法人 岩見沢振興公社
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　　本年度事業計画に基づき、次の事業を実施した。

（１）管理事業について

①

（２）受託事業について

①

②

③

　　

④

⑤

２　財政状況

　

　本年度の予算執行にあたりましては、電気・ガス料金など高熱水料費の高騰を始めとし
て、大変厳しい経済状況が続く中、事業の効率的な執行や経費の節減等に努めた。
　その結果、財政状況は別紙決算諸表のとおり、経常増減の部において、636,494円の
増となり、正味財産期末残高は、6,279,837円となった。

事　業　報　告　書

　令和７年度の事業概要等は、次のとおりです。

１　事業の概要

岩見沢市より指定管理の指定を受けて、コミュニティ西駐車場及び駅前・駅北駅前広
場の管理運営を行った。

岩見沢市より指定管理の指定を受けて、有明交流プラザの管理運営を行った。

地下駐車場、三共ビル、６条郵便局舎及び土地賃貸の管理運営を行った。

岩見沢市より委託を受けて、市内の公園、緑地等及び北村地区の公共用地等の維持管
理を行った。

岩見沢市より指定管理の指定を受けて、ひょうたん沼交流広場公園及び幾春別川リ
バーパークパークゴルフ場の管理運営を行った。

岩見沢市より指定管理の指定を受けて、自転車等駐車場及び有明連絡歩道・北昇降棟
の管理運営を行った。
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事業報告書別表

１．管　理　事　業

備 考

地 下 駐 車 場 74 区画 2,320.47㎡

三 共 ビ ル 住宅６戸 354.78 ㎡

６ 条 郵 便 局 舎
郵便局舎１戸
５条東２丁目（土地）

153.36 ㎡
330.58㎡

土 地 賃 貸 9条西2丁目 581.00 ㎡

２．受　託　事　業

備 考

公園・緑地数 262ヵ所

　管理面積 103.77ha

公共用地等

ひょうたん沼交流広場公園

　管理面積 　　　 5.48ha

ひ ょ う た ん 沼 交 流 広 場 公 園 　パークゴルフ場 3コース27ホール

及 び 幾 春 別 川 リ バ ー パ ー ク 　テニスコート 2面

パークゴルフ場管理運営事業 幾春別川リバーパークパークゴルフ場

　管理面積 　　　 1.22ha

　パークゴルフ場 2コース18ホール

西駐車場(112台) 2,769㎡

駅前広場 12,633㎡

駅北駅前広場 4,200㎡

屋内自転車駐車場(738台) 1,495㎡

北自転車駐車場(297台)

自転車等駐車場管理運営事業 東自転車等駐車場(592台)

西自転車等駐車場(300台)

有明連絡歩道 716㎡

北昇降棟 763㎡

有明交流プラザ

　延床面積 1,525㎡

有明交流プラザ管理運営事業 　センターホール等

　市民サービスセンター

　パスポート窓口等

岩見沢市
指定管理業務

事 業 内 容

公 園 緑 地 等 維 持 管 理 事 業

事 業 名 事 業 内 容

事 業 名

岩見沢市
委託業務

コ ミ ュ ニ テ ィ 西 駐 車 場 等
管 理 運 営 事 業

岩見沢市
指定管理業務

岩見沢市
指定管理業務

岩見沢市
指定管理業務
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　評議員会　　　本年度、評議員会を１回開催し、次の事項を審議した。

令和 7年 5月30日 議 案 第 1 号

議 案 第 2 号

　理 事 会　　　本年度、理事会を３回開催し、次の事項を審議した。

令和 7年 5月22日 報 告 第 1 号

議 案 第 1 号

議 案 第 2 号

議 案 第 3 号

令和 7年 6月 1日 報 告 第 2 号

議 案 第 4 号

議 案 第 5 号

令和 8年 2月20日 報 告 第 3 号

議 案 第 6 号

議 案 第 7 号

議 案 第 8 号

議 案 第 ９ 号

評議員会・理事会関係事項

令和６年度一般財団法人岩見沢振興公社事業報告及び決
算について

令和７年度一般財団法人岩見沢振興公社予算の補正につ
いて

令和７年度定時評議員会の招集について

令和６年度一般財団法人岩見沢振興公社事業報告及び決
算について

職務の執行状況について

職務の執行状況について

役員（評議員・理事・監事）の選任について

評議員会に提出する役員候補者について

理事及び監事の選任について

理事長の選定について

専務理事の選定について

令和８年度一般財団法人岩見沢振興公社債務の損失補償
について

令和８年度一般財団法人岩見沢振興公社予算について

令和８年度一般財団法人岩見沢振興公社事業計画につい
て
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（単位：円）

前　年　度

 Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

① 基本財産運用収益

基本財産受取利息収益 2,668 102 2,566

基本財産運用収益計 2,668 102 2,566

② 管理事業収益

地下駐車場収益 4,031,670 4,683,980 △ 652,310

三共ビル収益 58,081 57,950 131

６条郵便局舎収益 3,456,156 3,456,156 0

土地賃貸収益 684,000 684,000 0

管理事業収益計 8,229,907 8,882,086 △ 652,179

③ 受託事業管理収益

公園緑地管理収益 36,621,200 35,931,500 689,700

14,294,400 13,908,400 386,000

26,543,620 25,260,120 1,283,500

24,820,420 24,085,390 735,030

有明交流プラザ管理収益 33,520,756 32,301,002 1,219,754

受託事業管理収益計 135,800,396 131,486,412 4,313,984

④ 雑収益

受取利息収益 18,931 6,490 12,441

雑収益 796 54,372 △ 53,576

雑収益計 19,727 60,862 △ 41,135

経常収益計 144,052,698 140,429,462 3,623,236

（２）経常費用

① 事業費

給与手当 20,905,280 18,032,184 2,873,096

臨時雇賃金 32,664,094 33,201,798 △ 537,704

報償費 158,636 207,486 △ 48,850

福利厚生費 5,897,518 6,246,005 △ 348,487

旅費交通費 0 0 0

通信運搬費 496,164 492,809 3,355

減価償却費 2,318,188 2,315,308 2,880

消耗什器備品費 0 0 0

消耗品費 3,666,089 4,437,900 △ 771,811

修繕費 2,733,913 3,644,276 △ 910,363

印刷製本費 150,700 125,400 25,300

燃料費 1,634,836 1,647,053 △ 12,217

光熱水料費 24,136,865 26,442,652 △ 2,305,787

賃借料 1,299,674 1,299,674 0

保険料 1,475,773 1,432,764 43,009

租税公課 240,600 244,800 △ 4,200

正　味　財　産　増　減　計　算　書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科　　　　　目 当　年　度 増　　　減

ひょうたん沼広場等管理収益

コミュニティ西駐車場管理収益

自転車等駐車場管理収益
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支払負担金 111,882 120,282 △ 8,400

委託費 29,215,979 29,936,181 △ 720,202

支払利息 167,016 42,985 124,031

原材料費 55,583 112,860 △ 57,277

消費税 3,476,100 3,310,300 165,800

雑費 2,454,573 2,218,200 236,373

事業費計 133,259,463 135,510,917 △ 2,251,454

② 管理費

役員報酬 2,904,000 2,834,000 70,000

福利厚生費 137,083 142,107 △ 5,024

旅費交通費 14,924 14,260 664

通信運搬費 343,030 310,950 32,080

消耗品費 381,929 562,423 △ 180,494

修繕費 0 0 0

印刷製本費 52,800 60,500 △ 7,700

賃借料 961,224 924,484 36,740

租税公課 255,000 244,000 11,000

支払負担金 347,838 429,638 △ 81,800

食糧費 12,240 4,080 8,160

交際費 0 36,500 △ 36,500

消費税 3,147,000 2,570,900 576,100

広告料 16,000 10,000 6,000

委託費 1,014,640 1,133,440 △ 118,800

手数料 140,365 149,855 △ 9,490

支払利息 118,728 48,428 70,300

雑費 309,940 320,442 △ 10,502

管理費計 10,156,741 9,796,007 360,734

経常費用計 143,416,204 145,306,924 △ 1,890,720

当期経常増減額 636,494 △ 4,877,462 5,513,956

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

その他固定資産譲渡損 0 0 0

　土地譲渡損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 636,494 △ 4,877,462 5,513,956

一般正味財産期首残高 2,643,343 7,520,805 △ 4,877,462

一般正味財産期末残高 3,279,837 2,643,343 636,494

 Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 3,000,000 3,000,000 0

指定正味財産期末残高 3,000,000 3,000,000 0

 Ⅲ 正味財産期末残高 6,279,837 5,643,343 636,494

科　　　　　目 当　年　度 増　　　減前　年　度
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（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ　資産の部

1 流動資産

普通預金 20,762,702 12,611,186 8,151,516

未収金 7,080,373 7,024,953 55,420

小口現金 295,000 295,000 0

流動資産合計 28,138,075 19,931,139 8,206,936

2 固定資産

(1)　基 本 財 産

定期預金 3,000,000 3,000,000 0

基本財産合計 3,000,000 3,000,000 0

(2)　その他固定資産

建物 215,057,725 217,375,913 △ 2,318,188

土地 13,575,402 13,575,402 0

供託金 10,000,000 10,000,000 0

投資有価証券 60,000 60,000 0

その他固定資産合計 238,693,127 241,011,315 △ 2,318,188

固定資産合計 241,693,127 244,011,315 △ 2,318,188

資産合計 269,831,202 263,942,454 5,888,748

Ⅱ　負債の部

1 流動負債

短期借入金 252,000,000 252,000,000 0

未払金 8,526,253 4,224,027 4,302,226

前受金 2,803,300 1,883,100 920,200

預り金 221,812 191,984 29,828

流動負債合計 263,551,365 258,299,111 5,252,254

2 固定負債

固定負債合計 0 0 0

負債合計 263,551,365 258,299,111 5,252,254

Ⅲ　正味財産の部

1 指定正味財産

指定正味財産合計 3,000,000 3,000,000 0

2 一般正味財産

一般正味財産合計 3,279,837 2,643,343 636,494

正味財産合計 6,279,837 5,643,343 636,494

負債及び正味財産合計 269,831,202 263,942,454 5,888,748

貸　　借　　対　　照　　表
令和８年３月３１日現在

科　　　　　　目
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（単位：円）

Ⅰ 資 産 の 部

 １ 流動資産

普通預金 普通預金 空知信用金庫本店 他 20,762,702

未収金 受託事業収益３月分 他 7,080,373

小口現金 295,000

流動資産合計 28,138,075

 ２ 固定資産

（１）基本財産

定期預金 北洋銀行岩見沢中央支店 3,000,000

基本財産合計 3,000,000

（２）その他固定資産

建　物 215,057,725

　地下駐車場    2,320.47 ㎡　74区画

　三共ビル住宅 　　354.78 ㎡　住宅６戸

　６条郵便局舎 　　153.36 ㎡　郵便局舎1戸

土　地 13,575,402

　９条西２丁目 　　581.00 ㎡

　５条東２丁目 　　330.58 ㎡

供託金 宅地建物取引業に係る営業補償 10,000,000

投資有価証券 空知信用金庫出資証券 他 60,000

その他固定資産合計 238,693,127

241,693,127

269,831,202

Ⅱ 負 債 の 部

 １ 流動負債

短期借入金 つなぎ資金・いわみざわ農業協同組合 252,000,000

未払金 消費税、３月分賃金 他 8,526,253

前受金 屋内駐車場翌年度利用料金 2,803,300

預り金 社会保険料 221,812

263,551,365

263,551,365

6,279,837

財　　産　　目　　録
令和８年３月３１日現在

内　　         　　訳 金　額

正味財産

負債合計

固定資産合計

流動負債合計

資産合計
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１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

取得原価に基づき計上している。

（２）固定資産の減価償却の方法

定額法を採用している。

会計処理は、直接法を採用している。

（３）消費税等の会計処理

会計処理は、税込方式としている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残額

基本財産及び特定資産の増減額及びその残額は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

特定資産

供託金

投資有価証券

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

特定資産

供託金

投資有価証券

4．固定資産の取得価額、減価償累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

建　　物

三共ビル

財務諸表に対する注記

25,472,057

1,809,357

減価償却累計額取得価額

246,373,220

169,119,689

49,370,943

27,882,588

461,430,945

356,896,000

74,843,000

29,691,945

10,060,000

13,060,000

当期末残高

187,776,311

3,000,000

3,000,000

10,000,000

60,000

10,060,000

0

0

3,000,000

0

0

0

60,000

10,060,000

3,000,000

3,000,000

0

215,057,725

0

0

0

0

0

10,000,000

(うち負債に
対応する額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち指定正味財
産からの充当額)

当期末残高

3,000,000

10,000,000

60,000

10,060,000

3,000,000

10,000,000

60,000

10,060,000

0

0

0

0

0

13,060,000

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

3,000,000003,000,000

0

地下駐車場

6条郵便局舎

小　　計

合　　計

科　　　目

科　　　目

小　　計

科　　　目

合　　計

小　　計

小　　計

0

0

0

013,060,000
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（単位：円）

借　　入　　先 口　数 借　入　額 　利  率（％） 備　考

いわみざわ農業協同組合 1 252,000,000 2.625

借　入　金　明　細　書
令和８年３月31日現在
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　　　令和 ８ 年 ５ 月 １１ 日

　　　一般財団法人岩見沢振興公社

　　　　理事長　　飯　川　正　裕　　様

一般財団法人岩見沢振興公社

　監　事　　 伊　澤　幸　信

　監　事　　 大　和　　　勝

監　査　報　告　書　　

　一般財団法人岩見沢振興公社の令和７年度における事業報告書並びに正味財産増減

計算書、貸借対照表及び財産目録について、令和８年５月11日に監査した結果、決算

書に計上された計数については、帳票類と符合し、経理事務の処理及び諸帳簿の整理

は、適正であることを認める。
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議長報告第１８号  

 

一般財団法人いわみざわ地域交流センターに係る  

令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計画に  

関する書類の提出について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



岩観第    ３３    号   

令和  ８  年  ６  月  ３  日   

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯   泰  教   様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計画に  

関する書類の提出について  

 

一般財団法人いわみざわ地域交流センターに係る令和７年度決算報告書及び

令和８年度事業計画に関する書類を地方自治法第２４３条の３第２項の規定に

より提出する。  

 



  











































議長報告第１９号  

 

株式会社コミュニティエフエムはまなすに係る  

令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計画  

に関する書類の提出について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    



  



岩  秘  第   ６８   号  

令和  ８  年  ５  月２７日  

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯    泰  教   様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計画に  

関する書類の提出について  

 

株式会社コミュニティエフエムはまなすに係る令和７年度決算報告書及び令

和８年度事業計画に関する書類を地方自治法第２４３条の３第２項の規定によ

り提出する。  

 



  



令和７年度 決算報告書 

令和８年度 事業計画書 

株式会社 コミュニティエフエムはまなす 



令和７年度 事業報告 

【一般放送内容】 

① 行政番組

② 市民制作番組

③ 局制作番組

④ 地元ニュース

⑤ 記者懇談会（市長記者会見）取材放送

⑥ 天気予報

⑦ おくやみ情報

⑧ 学生参加番組（農業高校、緑陵高校、東高校）

【試験放送】 

①緊急告知ラジオ定期試験放送

②Ｊアラート全国一斉情報伝達試験

【緊急放送】 

① 保健（所）緊急放送     596回/年

（食中毒・ノロウィルス・インフルエンザ情報）

② 停電 緊急放送 7回/年 

③ 気象 緊急放送   883回/年 

（大雨・洪水（土砂災害）・暴風・大雪情報） 

④ 交通 緊急放送  153回/年 

（道路・JR・バス情報）

⑤ 警察 緊急放送         3,340回/年

（詐欺被害発生・熊出没・高齢者運転注意喚起情報）

【営業関連】 

①新規スポンサーの獲得により、スポットの収入が増加した。（６７６千円増）

（うち新規スポンサー分 ６件：５７６千円増）

②放送エリア内の人口減、ラジオ聴取者減への対策として令和５年１０月より

スマートフォン・PCでのネット配信を継続している。

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日 総アクセス数：６１,０２１回） 

③料金体系の見直しにより収入が増加した。

放送事業収入：４０千円増

番組表広告収入：６３千円増

④令和７年度年間売上高目標額 ２２,７２４千円

⇒実 績２３,１５３千円（目標比 ４２９千円増）
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【番組関連】 

①新たな市民制作番組の放送に取り組んだ。

  新番組名：ゆったりサタデー 

みる・とーぶラジオ 

マイストスーパーデラックス

新コーナー名：インターネットの歩き方 

② 交通情報、気象情報や警察・消防等の情報発信を定期的に放送した。

③ 市内行事、イベント等が行われた際の特別番組を制作した。

番組名：百餅祭り特別番組

④ 市民、学生主体の新規プログラムの編成のため関係機関と番組制作を進めた。 

⑤ 行事に合わせて生中継を行い、会場から状況を伝えた。

【会議関連】 

令和７年  ５月 ７日 役員会 

〃  ５月１９日  定時株主総会 

〃  ５月２７日 番組審議会  

〃    ７月２９日 番組審議会 

〃    ９月３０日 番組審議会 

〃   １１月２６日 番組審議会 

〃  １２月 ９日  役員会 

令和８年   １月２８日 番組審議会 

〃  ３月２６日 番組審議会 
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第 期3 1

決　算　報　告　書

令 和  7 年  4 月  1 日 か ら

令 和  8 年  3 月 3 1 日 ま で

 ㈱コミュニティエフエムはまなす 

(法人番号:3430001046459)
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貸 借 対 照 表
商号 ㈱コミュニティエフエムはまなす 代表者 阿部　啓吉

令和 8年 3月31日現在
(単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）
53,578,622 2,151,907Ⅰ ( () )Ⅰ流 動 資 産 流 動 負 債
49,221,598 401,707現 金 及 び 預 金 未 払 費 用
3,799,182 687,700売 掛 金 未 払 法 人 税 等
48,600 595,000棚 卸 資 産 未 払 消 費 税 等
114,460 467,500前 払 費 用 前 受 金
45,282未 収 入 金
349,500仮 払 金

2,872,536 0Ⅱ ( () )Ⅱ固 定 資 産 固 定 負 債
2,872,536( )有 形 固 定 資 産

1構 築 物
1,781,665放 送 機 材
901,321造 作

1車 両 ・ 運 搬 具
1工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

189,547建 物 付 属 設 備

0( )無 形 固 定 資 産

2,151,907負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）

54,299,251( )Ⅰ 株 主 資 本
36,000,000 1.資 本 金

0 3,400,000( () ) 2.投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金
3,400,000( ) (1)そ の 他 資 本 剰 余 金
3,400,000自 己 株 式 処 分 差 益

14,899,251( ) 3.利 益 剰 余 金
14,899,251( ) (1)そ の 他 利 益 剰 余 金
14,899,251繰 越 利 益 剰 余 金

0( )Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

0Ⅲ ( )繰 延 資 産
0( )Ⅲ 新 株 予 約 権

54,299,251純 資 産 の 部 合 計

56,451,158 56,451,158資 産 の 部 合 計 負債・純資産の部合計
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商号 ㈱コミュニティエフエムはまなす

令和 7年 4月 1日から
令和 8年 3月31日まで

損 益 計 算 書

(単位：円)
金 額科 目

売 上 高Ⅰ
はまなすファンクラブ売上 1,009,300
番 組 提 供 16,162,182
ス ポ ッ ト 3,530,460
そ の 他 2,451,800 23,153,742 23,153,742

売 上 原 価Ⅱ
期 首 棚 卸 高 0
当 期 製 品 製 造 原 価 1,063,045
合 計 1,063,045
期 末 棚 卸 高 0 1,063,045
売 上 総 利 益 22,090,697

販売費及び一般管理費Ⅲ
販売費及び一般管理費 20,041,663 20,041,663
営 業 利 益 2,049,034

営 業 外 収 益Ⅳ
受 取 利 息 割 引 料 59,258
雑 収 入 543,019 602,277

営 業 外 費 用Ⅴ
営 業 外 費 用 0 0

経 常 利 益 2,651,311

特 別 利 益Ⅵ
特 別 利 益 0 0

特 別 損 失Ⅶ
固 定 資 産 除 却 損 2 2

税 引 前 当 期 純 利 益 2,651,309
法人税、住民税及び事業税 687,700 687,700
当 期 純 利 益 1,963,609
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商号 ㈱コミュニティエフエムはまなす

令和 8年 3月31日まで
令和 7年 4月 1日から

販売費及び一般管理費の計算内訳

(単位：円)
科 目 金 額

11,701,805給 与 ・ 手 当

1,483,474法 定 福 利 費

232,506福 利 厚 生 費

118,720退 職 金 掛 金

40,680放 送 消 耗 品 費

21,060リ ー ス 料

77,200修 繕 費

161,935印 刷 費

175,765情 報 収 集 費

578,039著 作 権 料

3,709旅 費 交 通 費

983,657地 代 家 賃

1,480,603減 価 償 却 費

96,000賃 借 料

378,400負 担 金

69,313消 耗 品 費

784,406通 信 費

247,205検 査 費

170,500公 租 公 課

21,543接 待 交 際 費

211,354保 険 料

143,230会 議 費

456,350支 払 手 数 料

317,853広 告 宣 伝 費

56,776車 輌 経 費

29,580燃 料 費

20,041,663合 計

令和 8年 3月31日現在

棚 卸 資 産 の 計 算 内 訳

(単位：円)
科 目 金 額

48,600貯 蔵 品

48,600合 計
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商号 ㈱コミュニティエフエムはまなす

製 造 原 価 報 告 書

令和 8年 3月31日まで
令和 7年 4月 1日から

(単位：円)
科 目 金 額

Ⅰ材 料 費

0当 期 材 料 費

Ⅱ労 務 費
0当 期 労 務 費

Ⅲ経 費
967,045外注費（タイムテーブル）

96,000外注費（イベントその他）

1,063,045当 期 経 費

1,063,045当 期 総 製 造 費 用

0期 首 仕 掛 品 棚 卸 高

1,063,045合 計

0期 末 仕 掛 品 棚 卸 高

1,063,045当 期 製 品 製 造 原 価
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株主資本等変動計算書
商号 ㈱コミュニティエフエムはまなす

令和 7年 4月 1日から
令和 8年 3月31日まで

(単位：円)

株 主 資 本Ⅰ
資 本 金1.

36,000,000当期首残高

0当期変動額

36,000,000当期末残高

資 本 剰 余 金2.

そ の 他 資 本 剰 余 金(1)
自 己 株 式 処 分 差 益

3,400,000当期首残高

0当期変動額

3,400,000当期末残高

その他資本剰余金合計

3,400,000当期首残高

0当期変動額

3,400,000当期末残高
利 益 剰 余 金3.

そ の 他 利 益 剰 余 金(1)

繰 越 利 益 剰 余 金

12,935,642当期首残高
当期変動額

1,963,609 1,963,609  当期純利益

14,899,251当期末残高

その他利益剰余金合計

12,935,642当期首残高
当期変動額

1,963,609 1,963,609  当期純利益

14,899,251当期末残高

株 主 資 本 合 計

52,335,642当期首残高

当期変動額

1,963,609 1,963,609  当期純利益

54,299,251当期末残高

評 価 ・ 換 算 差 額 等Ⅱ

0当期首残高

0当期変動額

0当期末残高

新 株 予 約 権Ⅲ

0当期首残高

0当期変動額

0当期末残高

純 資 産 の 部 合 計

52,335,642当期首残高

当期変動額

1,963,609 1,963,609  当期純利益

54,299,251当期末残高
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㈱コミュニティエフエムはまなす商号
令和 7年 4月 1日から

令和 8年 3月31日まで

個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却方法

(1)有形固定資産

定率法又は旧定率法を採用しております。

ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、平成19年4月1日

以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、平成15年4月1日以後に取得した取得価額30万円未満の資産については、取得時に費用処理してお

ります。

２．消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,346,327円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数 720株

Ⅳ．一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産額は、75,415.62円であります。

２．一株当たり当期純利益は、2,727.23円であります。

以　上
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監 査 報 告 

株式会社コミュニティエフエムはまなす 

代表取締役 阿 部 啓 吉 様 

 私は、第 31期事業年度（令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日ま

で）の貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書及び個別注記表を監

査した結果、適正かつ正確であることを認めます。 

  令和 8年 4月 28日 

監査役 奥 野  昇  ㊞ 
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令和８年度 事業計画

１．起案理由 

世界情勢の不安や物価高の影響もあり経済状況は依然として厳しい状況が続いていま

す。増加する自然災害などの緊急放送対応をこれからも最優先とし、市民の役に立つ情報

を提供するとともに、元気と温もりを与えられる放送運営にするために、番組制作・営業

活動を行い、さらにステップアップした放送ができるよう努力します。コンセプトである

“情報と夢への架け橋”を意識した行動を重点に、今年度の運営方針を策定しました。 

２．共通基本方針 

（１）地域情報をより多く取り入れ、市民生活に役立つ情報を発信します。

（２）岩見沢市と連携し緊急時放送の対応強化や、非常時への備え等の発信を進めます。

３．営業部門運営方針

（１）既存契約先の継続と限られた営業範囲の中での新規スポンサー拡大を目指します。

（２）過度な割引をしていた契約について放送回数・料金を適正にします。

（３）令和８年度年間売上高目標額 ２２,４６４千円

４．番組部門運営方針 

（１）スポンサーケアを番組内で引き続き行います。

（２）岩見沢市の重点施策とリンクした番組制作を行います。

（３）重点的な項目として以下の取材を行います。

・防災をテーマにした取材

・岩見沢市の重点施策についての取材

・子どもとその親への関連取材

・スポンサー先へのフォロー取材

（４）コストに見合った番組制作を行います。

（５）番組改編は４月と１０月で行います。

２６年４月～新番組：岩教生の日常論（２単位） 

耳からととのうサウナラジオ 

イザナ職人集団パンデミック

（６）引き続き、市民・学生主体の新規番組プログラムを構築します。

５．総務部門運営方針 

最少の人員体制の中で引き続き効率的な放送業務に取り組みます。 
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（単位：円　税抜）

令和8年度
予算額　①

令和7年度
決算額　②

差引①-②

22,464,000 23,153,742 △ 689,742 伸び率 -3.0%

719,000 1,009,300 △ 290,300

16,158,000 16,162,182 △ 4,182

2,986,000 3,530,460 △ 544,460

2,601,000 2,451,800 149,200

1,074,000 1,063,045 10,955

978,000 967,045 10,955

96,000 96,000 0

19,641,000 20,041,663 △ 400,663

人件費 13,917,000 13,536,505 380,495

給与・手当 11,980,000 11,701,805 278,195

法定福利費 1,541,000 1,483,474 57,526

福利厚生費 218,000 232,506 △ 14,506

退職金掛金 178,000 118,720 59,280

一般管理費 5,724,000 6,505,158 △ 781,158

放送消耗品費 5,000 40,680 △ 35,680

リース料 22,000 21,060 940

修繕費 30,000 77,200 △ 47,200

印刷費 162,000 161,935 65

情報収集費 177,000 175,765 1,235

著作権料 596,000 578,039 17,961

旅費交通費 4,000 3,709 291

地代家賃 990,000 983,657 6,343

減価償却費 974,000 1,480,603 △ 506,603

賃借料 96,000 96,000 0

負担金 379,000 378,400 600

消耗品費 48,000 69,313 △ 21,313

通信費 795,000 784,406 10,594

検査費 0 247,205 △ 247,205

公租公課 181,000 170,500 10,500

接待交際費 27,000 21,543 5,457

保険料 230,000 211,354 18,646

会議費 131,000 143,230 △ 12,230

支払手数料 426,000 456,350 △ 30,350

広告宣伝費 313,000 317,853 △ 4,853

車輛経費 106,000 56,776 49,224 車検　40,000

燃料費 32,000 29,580 2,420

1,749,000 2,049,034 △ 300,034 伸び率 -14.6%

703,000 602,277 100,723

56,000 59,258 △ 3,258

647,000 543,019 103,981

0 0 0

2,452,000 2,651,311 △ 199,311 伸び率 -7.5%

0 2 △ 2

0 2 △ 2

100,000 0 100,000

2,352,000 2,651,309 △ 299,309

702,000 687,700 14,300

1,650,000 1,963,609 △ 313,609 伸び率 -16.0%当期純利益

Ⅴ　営業外費用

経常利益

Ⅵ特別損失

固定資産除却損

Ⅶ予備費

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

外注費（タイムテーブル）

Ⅱ　売上原価

営業利益

Ⅳ　営業外収益

受取利息割引料

Ⅲ　販売費及び一般管理費

外注費（イベントその他）

労働保険料　　28,688

消費税等差益 による増

無線局検査件数（1件⇒0件）

会計事務顧問料　48,000
産業廃棄物処理料　△65,650
PCシステム変更料　△44,000

掛金積立による増

雑収入

令和8年度  予　算 

主な増減理由

スポンサー6件 　235,818
スポンサー2件　△240,000

スポンサー2件 　355,540
スポンサー7件　 △900,000

番組表広告料

スポンサー3件 △290,300

科　 　目

Ⅰ　売　上　高

はまなすファンクラブ売上

番組提供

スポット

その他（番組表広告・受託業務他）

通常償却分　△309,242
少額資産償却分　△287,055

賃金単価アップによる増
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議長報告第２０号  

 

株式会社振興いわみざわに係る令和７年度決算報告書  

及び令和８年度事業計画に関する書類の提出について  

 

別紙のとおり提出があったので配付する。  

 

令和  ８  年  ６  月１５日提出  

 

岩見沢市議会         

議長  峯    泰  教    

 



  



岩  商  第  ６５  号 

令 和 ８ 年 ５ 月 ２ ５ 日 

 

岩  見  沢  市  議  会  

議長  峯   泰  教  様  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計画に  

関する書類の提出について  

 

株式会社振興いわみざわに係る令和７年度決算報告書及び令和８年度事業計

画に関する書類を地方自治法第２４３条の３第２項の規定により提出する。  

 



  



 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 決算報告書 

 

令和８年度 事業計画書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 振興いわみざわ  

 



第２５期 事 業 報 告 書 

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

 

令和７年度、当社はまちづくり会社として、また、岩見沢市から公共施設の管理運

営を委託された指定管理者として、次の事業を行いました。 

 

であえーる岩見沢につきましては、円安物価高騰の中で、テナントスペースの LED

改修工事をすすめるなど経済的効果のある投資をしてきました。テナントについて

は、入退店に関わる調整、新規契約など収入安定に努めてきた一方で、苦しい経営状

況のテナントとの面談を重ね、個々の契約形態や賃料の見直しなどを行い、商業施

設の機能と維持に努めてまいりました。また、まちづくりの取組では、岩見沢市商店

街振興組合連合会と中心市街地で活動する団体で構成される、まちなか商店街の定

例会に参加し、情報交換やであえーるとの連携事業、まちなかラインクーポンの発

行（毎月）、自社のインスタグラムでの情報発信に取り組み、その結果、入込客数は

前年並みを維持することができました。 

 

交流空間事業につきましては、お客様に好評である「キッチンカー大集合」を毎月

（冬季除く）２回三条広場で開催し、「いわみちゃんカフェ」は毎月 1回であえーる

2階のカフェアルテにて開催いたしました。また 2階のひなた広場は、たくさんの団

体の方に利用されており、特に「マルシェ」は毎月 4～5の団体の作家さんが開催し

ているなど、年間４３２団体（前年比１０１％）の利用となりました。またスポット

事業としては、まちなかのお店をまわる「シールラリー」を開催し、まちなか回遊や

店舗の PRにも寄与することが出来ました。 

 

 あそびの広場につきましては、上半期恒例の 2025夏まつりは猛暑の中、縁日に 

３００人もの参加があり、真夏を綾どり、毎月開催の季節ごとの自主事業では、スタ

ッフ考案の「作って鳴らそう！カスタネットサンタ！」や、毎週水曜日の読み聞かせ

（テナント冬春創社との企画）を実施し、１０周年記念事業では、こぐま座で活躍中

の劇団による、人形劇と工作ワークショップで子供たちを夢中にさせ、夢と想像力

を育むイベントを行ってきました。さらに、あそびの広場のスタッフの献身的な見

守りと環境整備の結果、令和８年からの指定管理者に新たに選定され、年間利用者

も５９,１３５人（前年比１０４％）を達成いたしました。 

 

 イベントホール赤れんがにつきましては、まめフェス・百餅祭り（情熱フェスティ

バル）・DIGFEST・ねぶた祭・ドカ雪まつり等の大型イベントの開催や、ポイントカー

ドの周知による貸室の利用促進に取り組むとともに、自主事業である「ダンス発表

会」「ちびっこフットサル大会」を開催し、年間総利用者は１２３,８８２人（前年比

１０４％）となりました。 
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令和７年度の主な会議 

 

 

 

   令和７年５月１６日 第１回取締役会の開催 

     ▼主な事項 

      １．交流空間実績報告の件 

      ２．赤れんが実績報告の件 

      ３．あそびの広場実績報告の件 

      ４．第３ポルタビル管理組合に対する損害賠償の件 

      ５．第２４期定時株主総会議案書の件 

       

令和７年５月２６日 定時株主総会  

     ▼主な事項 

      １．第２４期計算書類及び付属明細書承認の件 

      ２．剰余金処分の件 

      ３．役員報酬の減額の件 

４．取締役辞任に伴う役員選任の件 

  

令和７年８月１８日 第２回取締役会の開催 

     ▼主な事項 

１．令和７年度収支報告（４月～７月）の件 

２．交流空間実績報告の件 

３．赤れんが実績報告の件 

４．あそびの広場実績報告の件 

       

令和７年１１月１４日 第３回取締役会の開催 

▼主な事項 

１．令和７年度収支報告（８月～１０月）の件 

      ２．交流空間実績報告の件 

    ３．赤れんが実績報告の件  

４．あそびの広場実績報告の件  

     

令和８年２月１７日 第４回取締役会の開催 

▼主な事項 

 １．令和７年度収支報告（１１月～令和８年１月）の件 

      ２．交流空間実績報告の件 

    ３．赤れんが実績報告の件 

    ４．あそびの広場実績報告の件 
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　株式会社　振興いわみざわ

(単位：円)

Ⅰ 売 上 高

指 定 管 理 業 務 収 入

中心市街地活性化事業収入

不 動 産 事 業 収 入

第 ３ ポ ル タ 委 託 料 収 入

Ⅱ 売 上 原 価

期 首 棚 卸 高

商 品 仕 入 高

合 計

期 末 棚 卸 高

売 上 総 利 益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

Ⅴ 営 業 外 費 用

雑 損 失

経 常 利 益

Ⅵ 特 別 利 益

特 別 利 益

Ⅶ 特 別 損 失

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益 3,020,653

損 益 計 算 書 令 和 7 年 4 月 1 日 か ら

令和8年3月31日まで

科　　　　　目 金　　　　　額

62,142,275

1,430,201

179,049,668

2,400,000 245,022,144 245,022,144

0

999,028 999,028

999,028

0 999,028

244,023,116

248,562,481 248,562,481

4,539,365

164,963

5,000

28,746,426 28,916,389

20,723,071 20,723,071

633,300 633,300

3,653,953

3,653,953

0 0

0 0
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　株式会社　振興いわみざわ

諸 会 費 131,500

販売費及び一般管理費の計算内訳

令 和 7 年 4 月 1 日 か ら

令 和 8 年 3 月 31 日 ま で

(単位：円)

科　　　　　　　目 金　　　　　額

雑 給 料 12,891,421

広 告 宣 伝 費 999,123

運 営 手 数 料 84,500

支 払 手 数 料 369,871

委 託 費 84,076,470

役 員 報 酬 3,850,000

給 料 手 当 34,086,736

法 定 福 利 費 5,686,934

厚 生 費 1,057,480

減 価 償 却 費 14,306,270

会 議 費 7,559

地 代 家 賃 12,714,017

通 信 交 通 費 829,149

修 繕 費 9,243,430

水 道 光 熱 費 55,421,403

寄 付 金 18,193

租 税 公 課 373,319

接 待 交 際 費 185,411

備 品 消 耗 品 費 5,215,414

保 険 料 2,486,310

合 計 248,562,481

管 理 諸 費 135,022

リ ー ス 料 1,799,522

雑 費 1,693,427

賞 与 引 当 金 繰 入 900,000
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　株式会社　振興いわみざわ

Ⅰ （ ） Ⅰ （ ）

Ⅱ （ ） Ⅱ （ ）

（ ）

（ ）

Ⅰ （ ）

1.

（ ） 2. （ ）

(1) （ ）

3. （ ）

(1)

(2) （ ）

Ⅱ （ ）

Ⅲ （ ）

Ⅲ （ ）

50,000,000

7,276,400未 払 消 費 税 等

造 作 1,449,489

リ ー ス 資 産 91,728,000

17,868,652

構 築 物 3,514,926

貸 借 対 照 表

(単位：円)

科　　　　　目 科　　　　　目金　　　　　額 金　　　　　額

令和8年3月31日現在

代 表 者 五 十 嵐 一 朗

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

（ 純 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 149,010,997 流 動 負 債

で あ え ～ る 未 収 金 9,624,924

前 払 費 用

リ ー ス 債 務

62,348,546

現 金 及 び 預 金 118,621,269 未 払 費 用 25,071,092

売 掛 金 2,637,000 未 払 法 人 税 等 633,300

未 収 入 金

121,810 前 受 金 5,473,184

預 り 金 441,437

立 替 金 137,342 22,553,133預 か り 敷 金

有 形 固 定 資 産 98,957,464

100,900,800

100,900,800

建 物 付 属 設 備 1,636,620

資 本 剰 余 金

その他資本剰余金

投資その他の資産

628,429

163,249,346

900,000

固 定 資 産 99,683,464 固 定 負 債

無 形 固 定 資 産 16,000

賞 与 引 当 金

工具、器具及び備品

916,713

電 話 加 入 権 16,000

負 債 の 部 合 計

株 主 資 本

710,000

50,000,000

85,445,115

資 本 金 10,000,000

利 益 剰 余 金 25,445,115

出 資 金 110,000

保 証 金 資本金及び資本準備金減少差益 50,000,000

負債・純資産の部合計

純資産の部合計

繰 延 資 産

600,000

繰 越 利 益 剰 余 金

新 株 予 約 権

0

利 益 準 備 金

その他利益剰余金 24,528,402

24,528,402

資 産 の 部 合 計 248,694,461

評価・換算差額等 0

0

248,694,461

85,445,115
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Ⅰ 株 主 資 本
 1. 資 本 金

10,000,000
0

10,000,000
 2. 資 本 剰 余 金
 (1) そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 金 及 び 資 本 準 備 金 減 少 差 益

50,000,000
0

50,000,000

その他資本剰余金合計
50,000,000

0
50,000,000

 3. 利 益 剰 余 金
 (1) 利 益 準 備 金

916,713
0

916,713
 (2) そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金
21,507,749

3,020,653
24,528,402

その他利益剰余金合計
21,507,749

3,020,653
24,528,402

株 主 資 本 合 計
82,424,462

3,020,653
85,445,115

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等
0
0
0

Ⅲ 新 株 予 約 権
0
0
0

純 資 産 の 部 合 計
82,424,462

3,020,653
85,445,115

　株式会社　振興いわみざわ 令 和 8 年 3 月 31 日 ま で

(単位：円)

当期首残高
当期変動額

当期末残高

当期変動額

当期首残高
当期変動額

3,020,653

　当期純利益

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当期末残高

当期首残高

令 和 7 年 4 月 1 日 か ら

当期首残高

当期末残高

3,020,653

　当期純利益
当期末残高

当期末残高

当期首残高
当期変動額

当期末残高

当期首残高
当期変動額
　当期純利益

当期変動額

当期変動額

当期末残高

当期首残高

当期末残高

当期首残高
当期変動額

当期首残高
当期変動額

　当期純利益 3,020,653

当期末残高

3,020,653

当期変動額
当期首残高

当期末残高
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株式会社　振興いわみざわ

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 棚卸資産の評価基準及び評価方法
 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

２． 固定資産の減価償却方法
 (1) 有形固定資産

 定率法又は旧定率法を採用しております。
 ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、平成19年4月1日
 以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設
 備及び構築物については定額法を採用しております。
 なお、平成15年4月1日以後に取得した取得価額30万円未満の資産については、取得時に費用処理して
 おります。

 (2) 無形固定資産
 定額法又は旧定額法を採用しております。

３． 消費税等の会計処理
 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１． 有形固定資産の減価償却累計額 97,990,396円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１． 発行済株式総数 200株

Ⅳ．一株当たり情報に関する注記

１． 一株当たり純資産額は、427,225.57円であります。

２． 一株当たり当期純利益は、15,103.26円であります。

以　上　

個 別 注 記 表

令 和 7 年 4 月 1 日 か ら
令 和 8 年 3 月 31 日 ま で
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第２６期 事 業 計 画 書 

（令和 8年 4月 1日～令和 9年 3月 31日） 

 

１．事業概要 

 

令和８年度においては、依然として、経済全体ではサプライロスとコストプッシ

ュ型の物価上昇が続いており、家計においては、物価上昇に賃金上昇が追い付かず 

、実質賃金の低下にともない、消費需要が停滞・減少しています。そのような情勢

下においても、サービスの質向上と安心安全な環境を提供していくことを基本とし、

生産性を高めながら必要な事業を選定し、国の経済政策や日銀の動向に留意しなが

ら、施設全体の運営に努めてまいります。 

であえーる岩見沢につきましては、テナントとの密な情報交換や、関係企業団体

との連携を強化し、施設全体の価値を高め集客向上を目指していきます。中心市街

地についても、まちづくり会社として、商店街の回遊と個々のお店や様々なイベン

トの情報発信に努め、活性化に寄与してまいります。 

 交流空間事業につきましては、2 大イベントである「キッチンカー大集合」「いわ

みちゃんカフェ」は継続し、中心市街地への回遊を促進する事業や、インスタグラ

ムやホームページによる情報発信などを行い、まちなか商店街の活性化に努めてま

いります。 

あそびの広場につきましては、市外利用者の入場料値上げによる利用者数と売上

減少への対策として、受付システムの改良による簡単で迅速な入場対応と、お掃除

ロボット導入により人件費の削減に努め、また集客力アップの新たなスポーツ教室

の新設、人形劇や絵本の読み聞かせや工作体験などの自主事業をいままで以上に充

実させ集客増を目指してまいります。 

イベントホール赤れんがにつきましては、自主事業である「ダンス発表会」「ちび

っ子フットサル大会」を引き続き開催するとともに、市民や事業者、文化・スポー

ツ利用促進及び稼働率向上を目指してまいります。 

 

２．収支計画（当初計画） 

                       （単位：千円） 

科  目 金 額 備   考 

収 入 
売  上  高 252,587 指定管理業務収入、不動産事業収入ほか 

営 業 外 収 益 10,205 雑収入ほか 

収 入 合 計 262,792  

支 出 
販売費及び一般管理費 261,744 委託費、給与、減価償却費、水道光熱費ほか 

営 業 外 費 用 0  

支 出 合 計 261,744  

経  常  利  益 1,048  
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